
:SSN 0912-5779

ジャーナル
45

エツセイ 津波警報システム●長谷川 昭

福井地震から60年●吉井敏剋―一-1
想定宮城県沖地震の震源域では

何が起こっているのか ?●海野徳仁――-8
迫り来る宮城県沖地震に備えて●源栄正人一―-14

2007年新潟県中越沖地震の震源断層面と

柏崎刈羽の強震動●練級一起/

三宅弘恵――-27

地震予知連絡会情報●野口伸一――-36

●書評     50

●新刊紹介――-51

●ADEP情報-52
囲み記事 重力異常から地盤のゆれやすさがわかる !?/

重力異常から活断層がわかる !?

地震予知総含研究振興会
ASSOC:AT10N FOR THE DEVELOPMENT OF EARTHQUAKE PREDIC丁 10N



■ エッセイ

津波警報
長谷川 昭

システム

2007年 1月 13日 に千島列島で M82の 大地震が
発生し,北海道の大平洋沿岸東部とオホーツク海沿
岸に津波警報が発令された.こ のとき,かなり多く
の人々が,警報が出されたにも拘らず避難 しなかっ
た。実はその 2カ 月前の 2006年 11月 15日 に同 じ

く千島列島で M81の大地震が発生 し,そ の際にも
津波警報が出されたが大きな津波は来なかった.こ

のことがあって,2007年 1月 の地震では避難 した

人の害」合が激減したのである.幸いこのときも大き
な津波にならなかったので犠牲者を出さなくて済ん

だ.し かし, このことは,警報が発令されても人々
が避難するわけではないことを如実に示した.発信
された情報が信頼されなかったのである.

でも,現在行われている津波予測の方法を知れ
ば,津波警報の信頼度がそんな程度のものになって
しまう理由が容易に理解される.それは,陸上の地
震計のデータを用いて津波を予測 しているからであ

る。地震計では地震波は観測できるが津波は観測で

きない。なのに何故地震計のデータを用いて津波予

測ができるのだろうか ? 津波に較べれば地震波の
方がはるかに速く伝わるので,海底下で発生した地
震により励起された津波が沿岸に達する前に,伝播してきた地震波を陸上の

地震計で捕捉できる。この地震波のデータを用いて発生 した地震の位置・規

模を推定し,そ れに基づき励起される津波を予浪1す るのである.予測に津波
データを用いていないので, これはあくまでも間接的な方法にしか過ぎず,

予沢1精度を現在よりも上げることは殆んど期待できない。

ではどうすれば予測精度を格段に上げることができるのだろうか ? その
答えは,1994年二陸はるか沖地震後に岩手県釜石沖に設置されたケーブル

式地震・津波計のデータが既に示している.つ まり,震源に近い地点の地震
計のデータを使って地震波の到来を予浪1す る「緊急地震速報Jと 同様に,震
源に近い地点の津波計のデータを使って津波予測を行えば良い

中央防災会議の東南海 。南海地震の被害想定によれば,朝 5時のケースで

津波による死者数が避難意識が低い場合約 8,600人,高い場合で約 3,300人
である.早期に避難すれば犠牲者が如何に減るかを示している.し かし, こ
のままでは避難意識が高まることは期待できない 何とかして,沖合いに地
震 。津波計観浪1網を展開する予算を捻出することはできないだろうか ? 沖
合いの観測網があれば,各地点に来襲する津波の到達時刻や波高などの情報
を詳細かつ高精度に予測し適確な警報を発信することが可能となる。そうな

れば,避難意識が格段に高まって,犠牲者の数が激減するはずである。

長谷川 昭
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福井地震から60年

吉井敏剋

1.は じめ に

終戦も間近の 1945年 7月 19日 の夜半,福井市
は B‐ 29に よる激 しい空襲を受けた。市域の 90%

以上が焼き払われ,死者は 1500人を超えた.戦後

の福井市の復興はめざましかった.終戦直後には
それ以前の半分以下の 4万人台にまで落ち込んで

いた人口も,わずか 3年後の 1948年 には 8万人
を超え,主要な産業である繊維関係も活気を取り

戻していた

1948年 6月 28日 16時 13分 , この年に連合軍

総司令部 (GHQ)の指示で始まったサマータイム

の 17時 13分 ,福井地方はマグニチュー ド71の

強烈な地震に襲われた.終戦前後の 1940年代 ,
1943年鳥取地震, 1944年東南海地震, 1945年二

河地震, 1946年南海地震と死者 1000人以上の地

震が続発 したが,福井地震の死者数 3579人はこ

れらを超えるものであった.

戦中はこのような大きな被害地震が発生 しても

学術的調査もままならない状況であったが,南海
地震以降は組織的な調査が行われるようになって

いた。福井地震の直後,当時の学術研究会議に津

谷弘達を委員長とする「福井地震調査研究特別委

員会」が組織され,地震研究所,東大,京大,東
北大,中央気象台,地理調査所,水路局などの研
究者が参加 した 多 くの分野の調査の成果は,

1949年に「昭和 23年福井地震調査研究速報」 と

して, この年に名前を改めた日本学術会議により

刊行 された。1950年 には同様の内容で “The

Fukui Earthquake of June 28,1948'' が英文で千」

行されている.

このほか,当時の学術的な報告書としては,工

学的な立場から土木学会,建築学会が中心となり

組織された北陸震災調査特別委員会により,「福

井地震震害調査報告Jの I土木部門,およびⅡ建

築部門が 1951年に刊行されている.

こうした組織的な調査に基づく報告書が発行さ

れたために,1940年代に発生 した大地震の中で

も,福井地震はその全体像がもっともよく知られ
ているものとなっている.

ここでは, こうした当時の報告書やより新 しい

研究をもとに, この 6月 でちょうど60年 になる

福井地震とは地震学的にみてどのようなもので

あったのか,概観してみたい.

2.激 しい揺れ

図 1は全国の気象官署からの報告に基づく福井

地震の震度分布図である (廣野,1949).測候所等

の有感の報告は 60ケ所程度であったが,当時の

震度は各気象官署区内の委託点からも報告されて

おり, この図はそれらを含む 270点以上からの報

告をもとに描かれている。震度V以上の区域が震

源付近に限られており,被害の大きさを考えると

意外に思われるかもしれない かつてこの地震の
マグニチュードは 73と されていたが,震度の広
がりから見ても, これではやはり大きすぎるであ

ろう.

合同の調査では,通信調査による震度調査も行
われた (佐藤,1949).5000通 のはがきを発送 した

が回収率は 1割強であったという.残念なこと
に,報告書ではこの回収結果による震度分布図の
ようなものは無く,震央距離対震度 (12段階)の

図が示されているのみである.

この地震の被害で特徴的なのは,福井平野にお

ける建物の倒壊率の高さである.全壊率はほとん
ど平野全域で 90%を超えた。図 2に示したのは,

福井地震から60年-1



図 1 気象官署の観測に基づく福井地震の震度分布図 (廣野,1949)

図 2 福井地震による住家の全壊率 (北陸震災調
査特別委員会,1951)

住家に限った全壊率の分布である (北陸震災調査

特別委員会,1951).全壊率のコンタは沖積層の分

布などを反映して日本海に向かって開かずに閉じ
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た形になっているが,丸岡,春江,森田の各町で

は全壊率が 80%を超え, 福井市でも60%を超え

ている

構造物のダメージや当時よく使われた墓石の転

倒の調査からは,平野部での地震動の加速度は

600 galか それ以上に達したと考えられている.

1995年兵庫県南部地震と同様に,地震に伴って

各所で火災が発生 し,被害を大きくすることと

なった.福井市内だけでも20ヶ 所以上から出火 ,

2000戸以上が焼失 した.火元としては飲食店や化

学薬品などが多かったとされているが,サ マータ

イムで 5時すぎという時間であったために,そ ろ

そろ夕食の用意を始めていた一般家庭も火元に

なったようである.

3.建築物の被害

福井地震における家屋の任1壊率の高さは,他の

被害地震に比べても際だっている.福井市内につ

いては,空襲の後に建てられた建物に強度不足の

ものが多かったことも考えられるが,全壊率がほ

とんど 100%で あった丸岡,春江,森田などは戦

争以前からの建物がほとんどだったはずである.

福井平野の中心部では,第二紀の基盤の深さは

300mかそれ以上で, 周辺に向かって浅くなって

いる (た とえば,衣笠・他,1999).単純にS波の

多重反射のようなものを考えれば, この表層によ

る卓越周期は 1～ 2秒程度であろうから, これが

当時の建物と「共振」するとは考えられない。し

かし,図 2に見られるような倒壊率の分布からみ



ても,福井平野の堆積構造が地震の揺れを大きく

したことは明白である 多くの木造建物は,数秒
から20秒で任1壊 した 古い農家などに比べて,コ

ンクリート基礎の新 しい家屋などは,比較的被害

がりヽなかったという。

福井地震震害調査報告の建築部門によると,福

井市内には 37の鉄筋コンクリー ト造建物があっ

たが,地震で大破 したのが 3棟,中破したものが

2棟で, 他の被害は比較的軽微であった。大破し

たもののひとつは和菓子屋の松岡軒で, これはと

でも鉄筋とは呼べないような粗末な造りの建物で

あったらしい もうひとつが,福井地震の建造物
被害の象徴とも言える大和百貨店である.

大和百貨店のビルは全体としては 6階建て,一

部 8階,地下 1階で,当時の福井市内で最も高い

建物であった 1945年 の空襲で内部が丸焼けに

なっていたものが,地震動で中央部の 1階が潰れ

る形で大きく傾 tヽてしまったのである。そもそも

設計施工が良 (な かったうえに,空襲後の補強工

事が不十分で■,っ たとされている

他の多くのコンタ サート造り建築は,強い地震

動にも耐えて比較的軽微な被害ですんだ 当時の

写真を見ると,大 きく傾いた大和百貨店の隣に必

ず写っている 3階建て _l建物がある.繊維業の酒

伊商事が′、っていたこのビルは,現在でも信託銀

行の支店として腱われている,立派な現役である

(図 3).

図 3 福井地震による被害が軽微で現在 t)使わね
ている「酒伊ビルJ 現泊1は中央三井信言1
銀行が入っている 右隣の現在の北陸銀行
福井支店のところに大和百貨店があった

(1998年撮影)

4.地震計観漫1

震災当時,福井測候所では地震計による観測は

行われていなかった.空襲で建物が焼失したため

一時別の場所で業務を続け前年に元の場所に戻っ

たものの,地震計観測を再開するまでには至って

いなかった たとえ観測が行われていたにして

も,庁舎が全壊したので記録を残すことはできな

かったであろう

余震の観浪1は地震研究所,東大地球物理学教

室,中央気象台などの研究者により行われた 順
次臨時観測点を設置 し,7月 5目 夕刻以降ほぼ 1

ケ月間の観沢1で , 200を越す余震の震源を決定す

ることができた (Omote,1950)余 震の分布は線

状にはまとまって見えず,福井 1■野全体に広がっ

ているのが特徴である。図 4は本震以降ほぼ同じ

期間について,現在の気象庁の震源カタログから

作成した震源分布図である。当時の臨時余震観浪1

に比べて遠方の観浪1点による震源決定なので精度

か落ちるのはしかたがないであろうが,やはり余

震域は面状で,海域にまで広がって見える

37N
137・ E
―¬ 37・ N

136E 137E

気象庁の震源カタログによる福井地震の余

震分布 1948年 6月 28日 か ら7月 31日

までで,深さは30 km以浅

図 4

福井地震から60年-3



この地震の調査では,高感度の電磁式地震計に

よる余震の観測も行われた (Asada and Suzuki,

1949).そ の後, 大学等で盛んに行われるように

なった微小地震観測の原点と言えるものである.

5.震源断層と震源過程

福井地震では,平野のほぼ中央を南北に走る形
で,約 27 kmにわたって地下の断層運動による地

割れの連続が見られた 0『須,1949).福井平野中

央部では,東側が西側に比べて数 10 cmも相対的

に隆起するという著 しい地殻変動が認められた

が, この変動の最も著 しいところに沿って,地割

れが線状に並んでいたのである。地害1れや噴砂

は, この線状の分布だけでなく平野のいたるとこ

ろで見られた.た とえば,農家の主婦が地割れに

挟まれ亡 くなったという和田出作町は,福井市の

中心から南東 2kmほ どの,線状の割れ日からは
かなり離れたところにある.

地震後,10ケ所ほどで臨時の三角測量も行わ

れ,こ の線状の割れ目を挟んで約 2mの左ずれが

認められた (Tsuya,1950).Kanamori(1973)は

この測量の結果などをもとに,福井地震の震源断

層は長さ30 km,幅 13 kmの垂直な断層で,ずれ

は水平に約 25mと 推定した.

鷺谷 (1999)は 1950年代に行われた福井地震震

災復旧測量の結果をまとめて, さらに詳しい震源

断層モデルを作った。図 5は鷺谷がまとめた福井

地震前後の三角点の変動ベクトルである 鷺谷は
地震の直後に行われた水準測量の結果も考慮 し

て,震源断層上でのすべりの分布を推定した.震

源断層のほぼ中央を横切 る水準路線 (図 5の

Route A)で は,断層を挟んで lm近い上下変動
が見られる。

鷺谷 (1999)に よれば,震源断層はほぼ垂直で

実質的な長さは 25km程度であり,すべりは断層
の中央部でいちばん大きくて 5m程度にも達す
る.ま た,水準測量の結果を説明するためには,

左横ずれ成分だけではなく;断層の東侵1がせり上

がるような縦ずれの成分も必要である。

福井地震の地震計記録はやや複雑な様子を示し

4-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

1360E           1362E            1364E           1366E

図 5 地震後の三角測量により推定された福井地
震前後の地殻変動ベクトル (鷺谷,1999)

白丸のつながりは一等水準路線である.

ており,い くつかのイベントが続発したのではと

当初か ら考え られていた (た とえば,越川 ,
1949).Kanamori(1973)は 阿武山観測所の記録

をもとに,最初のやや小さなすべりがあり,そ の

約 9秒後に大きなすべりが起こった続発地震であ

ると考えた.

菊地・他 (1999)は 5観浪l所で得られた記録を

もとに,波形インバージョンによって断層面上の

破壊の過程を調べた.その結果によると,垂直よ

りやや西倶1に傾斜した震源断層で, まず北側の深

さ 10 km付近で破壊が始まりそれが浅い方に移

動,次に南に移動して最大の破壊を生じた.最初
の破壊と最大の破壊の間隔は 10秒程度で, これ

らの破壊で放出されたエネルギーには数倍の違い

があった

6.旧震度Ⅶの謎

福井地震が発生する以前,気象庁の震度階級は

最大が震度Ⅵ (烈震)だ った.福井地震の被害 ,

特に家屋の倒壊がきわめて多かったことなどか

ら,翌年に震度Ⅶ (激震)が追加されたことはよ

く知られている.ただし,気象官署の職員が地震

時に体感で決める通常の震度はⅥまでで,Ⅶは現

て(1ミ f滋



地調査によって家屋の倒壊が 30%以上であるこ

となどにより決めることになっていた.震度Ⅶの

導入は当時の中央気象台長,和達清夫の発案によ

るものであったらしいが, この 30%以上という

値がどうして決められたのか,福井地震の被害状

況がもとになっているのは当然としても,今 と

なってはよくわからないらしい 0頂緬,1998).

震度Ⅶには, こんな謎もある.体感により震度

を決定するための説明の表は, もともと気象庁の

「地震観測法」に書かれていたものである。この表

にいわゆる河角の式による加速度値が併記されて

いた時期があるらしく,理科年表に掲載された表

にも, 1971年 版から1992年版までその加速度値

が書かれていた.

河角の式を単純に適用すれば震度Ⅶの加速度下

限は 800 galで ,震度Vの下限の 10倍 となるはず

だが, この震度階級の説明に併記されていた値は

半分の 400 galで あった。この値がどのような経

緯で決められたかも, よくわからない.

実は,震度Ⅶについては河角 (1943)が福井地

震よりも前に提案している.今村明恒の教示によ

るとして震度Ⅶに対 してすでに「激」の字を当て

はめており,対応する加速度の下限値も 800 gal

としている。河角は福井地震の調査研究速報の中

で加速度と家屋全壊率の関係について報告 してお

り,上の震度Ⅶの謎はもちろん,震度Ⅶの制定そ

のものについても,なんらかの関わりがあったの

ではと推測される。

いずれにしても,計測震度に基づく現在の震度

階級では,建物の倒壊率はもう関係が無いし,震

度 7の加速度下限値 も,震度 5の それの 10倍に

なっている.

7 福井地震と濃尾地震

図 6に示したのは,福井地震の震源域から南の

地域にかけての最近の地震活動である.1997年

10月 からいわゆる一元化震源が利用できるよう

になり,それまでの気象庁単独の震源データでは

不可能であった微小地震を含むこのように詳細な

震源分布を描けるようになった.図 4に プロット

136・ E
□ 35・N
137・ E

図 6 気象庁の震源データによる最近の地震活
動.1998年から2007年 まで,深さ30 km
以浅,MO以上.

されているような古い地震の震源データも,浜田

(1987)の 努力などにより以前の気象庁のカタロ

グのものに比べ精度は向上しているが,図 6と 比
べるとまさに隔世の感がある.

図 6の最新の震源分布によっても,福井地震の

震源断層に対応するようなきれいな線状の分布は

見えず,広がりをもっている.福井地震の余震で

あろう震源は,図 4と 同じように北は日本海の中

にまで延びているばかりでなく,南にも長 く延び

ていて,濃尾地震のときに動いた温見断層,根尾

谷断層の地震活動に続いているように見える。

この濃尾活断層系に対応する地震活動の西側に

も,南北に延びる地震活動が見られ,柳 ヶ瀬断層
の南東に延びる断層帯にほぼ対応する.こ うした

震源分布からも, この地域が日本列島を横断する

北北西・南南東向きの幅広い変動帯になっている

と考えられる (た とえば,Kanaori et al"1994).

GPSの観測により明らかになった新潟 神戸歪

み集中帯 (た とえば,Sagiya et al"2000)で は,

たとえば面積歪みの大きな領域がストレートに新

潟から神戸に続くのではなく,琵琶湖の西で南に

分岐するように見える.筆者の解析によっても,

福井地震から60年-5



図 7 福井地震 (Kanamori,1973)お よび濃尾地震 (Mikumo and Ando,1976)の 震源断層モデル 断
層面上の矢印は断層の手前側の岩盤の動きを表す 矢印の長さはずれの大きさに比例し,濃尾地震
中央部のいちばん長い矢印は,7mのずれに対応

最大ずりが大きな領域 も同様な分布となってい

る.

図 7は,濃尾地震と福井地震の震源断層モデル

(MikumO and Ando,1976;Kanamori,1973)を

並べて示したものである.矢印は断層面上でのず
れの大きさと方向を表している.2つ の地震の震
源断層は 20 kmほ どのギャップを挟んでまるで

一続きのように見える.実際,図 6に見られるよ

うに,現在の微小地震の活動はこのギャップも含
めて一続きになっている.濃尾地震のときの震源

断層のずれは中央部で 7mに も達しており,福井
地震の断層のずれに比べて,ずっと大きい。濃尾

地震から57年後の福井地震の発生によって,100

km以上にわたる断層運動のひとつのシーケンス

が完了 したようにも見えるのである.

8.お わ り に

1991年から2年間ほど,地震学会ニュースレ

ター |こ「図説日本の大地震Jと いう連載物が掲載

されたことがあり,その第 2回 (第 3巻,第 4号 )

で明治三陸地震と福井地震が取り上げられた.署

名は無いが,後者の担当者は阿部勝征氏であっ

た.そ の最後に,濃尾地震以後 100年 間に死者

6-―地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

1000人 を超える震災は 10回 あるが,そ れ らは

100年間の最初の 60年間に発生しており,福井地

震以後約 40年間そのような震災が起きていない,

という趣旨のことが述べられている.阪神・淡路

大震災は,ま さにその回答だったと言えよう

濃尾地震以降,大 きな災害をもたらした地震
は,地震学の研究にとっても重要な節目になって

きた.阪神・淡路大震災も, もちろんそうした節

目のひとつであった。今,福井地震の調査報告を

読み返 し,そ の後のわが国の地震学,地震工学の

歩みを考えるとき,戦後間もなくのこの震災もと

くに大きな節目であったことが実感される.

福井地震か ら60年,当時の観漫1・ 調査に加

わった研究者も, ほとんどが故人となってしまっ

た.10年前,地震学会広報誌「なゐも、る」の福井

地震 50周年特集 (1998年,No 9)に印象深い思
い出話を寄せた宇津徳治も,今は亡い こうした
先人達の残 した報告書類も,紙が酸化してばろば

ろになってきた。
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想定宮城県沖地震の震源域では

何が起こっているのか ?

海野徳仁

は じめ に

大地震が発生 した際の都市型災害についての

様々な問題点を浮き彫りにした「1978年 (昭和 53

年)宮城県沖地震」から数えて,今年は 30年目に

あたる。「地震ジャーナル」編集長の萩原幸男先生

から,宮城県沖地震 30周年を踏まえた原稿の依

頼をいただいてから,本稿をまとめるまでの期間

中には,幸いにも「次の」宮城県沖地震は起こら

なかった.新聞やテレビの報道では,「30年以内
の発生確率は 99%……」という表現が用いられて

いるが,これはほとんど意味がない.99%と いう

発生確率の数字は,「次の」宮城県沖地震がひっ迫

していることを示すには好都合であるのだろう

が,そんな余裕は無いはずである.

こうしているあいだにも,宮城県金華山沖の海

底下のプレート境界では,順調に歪みを蓄え続け

ているアスペリティが,「次のJ宮城県沖地震の準

備を整えつつあるはずであり,30年などという長

い年月を待たずに,そ (れ ら)の アスペリティは

破壊してしまうと思われる.

ここでは,東北大学を中心として現在進められ

ている宮城県沖地震に関する研究の成果について

簡単に紹介して,「次のJ宮城県沖地震の想定シナ

リオについて考えてみよう.

2.ア スペリティモデル

近年の地震観漫1網の整備,特に基盤地震観測網
の整備とその観測データの効果的な公開システム

により,地震学の多くの研究分野では,そ の質お

よび量において,飛躍的に向上 した研究成果が挙

8-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

がりつつある.特に,ア スペリティモデルに基づ

いた多くの研究成果により,沈み込む海洋プレー

トと陸倶lプ レートの境界で発生するプレート間地

震の発生機構は,かなりの程度,解明されてきた

と考えられる.ア スペリティモデルによれば,海

洋プレートと陸側プレートの境界は,普段は固着
していて地震時に急激にすべる領域 (固着域 :ア

スペリティ)と ,普段からゆっくりとすべってい

る領域 (安定すべり域)の 2種類の領域に大別さ

れる (図 1).安定すべり域では,沈み込む海洋プ

レートの動きによリズルズルとゆっくりすべって

おり, このゆっくりすべりが進行 していくと,安

定すべり域に取り囲まれたアスペリティに応力が

蓄積されていく。この状況が長い期間続くと,蓄

積された応力がアスペリティの強度の限界に達し

て急激に破壊することにより,プ レート間地震が

安定すべり域 アスペリティ

アスペリティモデルの概念図 プレート境界
は,固着域 (ア スペリティ)と安定すべり域
の 2種類の領域に大別される

図 1



発生する.

プレートはマントル対流の影響を受けて動き続

けている マントル対流が止まらない限り,すな
わち,46億年前に誕生したといわれている地球が

冷え固まってしまうまでは,マ ントル対流はその

運動を継続し, プレートは動き続けると考えられ

る。そう考えると,宮城県沖地震は今後も何度も

何度も繰り返 し発生 し続けることとなる.

3.1978年宮城県沖地震

今から30年前の 1978年 6月 12日 に発生 した

宮城県沖地震 (M74)で は,宮城県を中心として

岩手県や福島県にかけての広い範囲で被害が生じ

た。特に,仙台市ではライフライン等への被害が

甚大であり,ま た,倒壊したブロック塀の下敷き

になるなどして 28名 の死者がでるなど,大地震

による都市型災害の問題点が数多く指摘された

本震および余震の震央分布 (図 2)や本震のメ

カニズム解が低角逆断層型である (瀬野ほか,

1978)こ とから, この地震は宮城県金華山沖のプ

レート境界で発生 したプレート間地震である.本

震の地震波形記録を解析することにより,本震時
の断層面_Lのすべり量の時空間分布を推定するこ

とができる Yalllanaka and Kikuchi(2004)に

よる 1978年宮城県沖地震のすべり量分布を図 2

に赤色コンターで示す。すべり量の大きい領域

は,北側,南東側および南西側の 3カ 所にわかれ

ている。すなわち,1978年 の地震は 3つ のアスペ

リティの破壊により発生したものと考えられる。

地震波形データを用いた断層面上でのすべり量分

布の研究は,解析に使用した地震波形の種類,解

析手法などの違いによっては,そ れぞれ異なった

結果が得られる場合がある 1978年 の地震のすべ

り量分布についても,い くつかの研究成果が報告

されている 図 3に は,加藤ほか (2003)お よび
Seno et al(1980)に よる 1978年の地震のすべり

量分布が示されている。大きなすべり量のあった

場所はそれぞれの結果で少しずつ異なってはいる

が,1978年宮城県沖地震は互いに隣接 した 3つ の

アスペリティ領域が破壊した地震であることが明

らかである。

本震発生後 2日間の余震 (赤十印)はアスペリ

ティ領域の内部にはほとんど発生 しておらず,む

しろ, アスペリティの周辺で数多く発生 している

ように見える.こ のような余震分布とアスペ リ

ティ分布との相補性は,2003年十勝沖地震 (M

80) でも見ることができる (Yamanaka and
Kikuchi,2003).

4.1930年代の宮城県沖地震

1978年宮城県沖地震はプレー ト境界のアスペ

リティの繰り返し破壊であると考えると, 1回前

の宮城県沖地震はどのような地震であったのだろ

うか ? 地震調査委員会は,宮城県沖に発生 した
過去の地震の資料から,宮城県沖の陸側に近い場

所を震源域とする宮城県沖地震が過去には少なく

とも6回繰り返 し発生しているが,そ れら6回の

地震のうち, 日本海溝に近い領域とも連動した宮

城県沖地震 (M82程度)も 1793年に発生 してい

たとして,宮城県沖地震の長期評価を発表 した

(地震調査委員会,2000).

1978年の地震の 1回前の宮城県沖地震は 1936

年の地震 (M74)と されているが,気象庁による

この地震の余震域は 1978年の地震のそれよりは

南側に位置している。さらに,1936年 の地震のす

べ り域は 1978年 のそれとは重なってはいない

(Yamanaka and Kikuchi,2004).宮城県沖地震

がアスペリティの繰 り返 し破壊であると考える

と, これら2つ の地震の震源域 (すべり域,余震

域)が一致しないことと矛盾する しかしながら,
1930年当時の震源決定精度や,過去の地震波形

(ア ナログ)記録の質を考えると,こ の問題に関し

てはさらなる検討が必要であると考えられる.

津波の記録か ら推定すると 1936年 の地震は

Mw 72程度であり,Mima 74よ りも小さい (谷

岡 。長谷川, 2005).さ らに, Kanamori et al

(2005)は ,遠地地震波形記録の振幅から 1986年

の地震はM72程 度であり,そ の震源域は 1978

年の地震の震源域の一部に含まれており,後述の

2005年の宮城県沖の地震 (M72)の 震源域と同

想定宮城県沖地震の震源域では何が起こっているのか?-9
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図 2 1978年 宮城県沖地震と2005年 8月 16日 の

宮城県沖の地震の本震および余震分布 赤
星印は1978年の本震, 十印は余震, 黄星印
は2005年 の本震,青 丸印は余震を表す
(Okada et al,2005)1978年の本震のすべ

り量分布 (Yamanaka and Kikuchi,2004)
を赤色コンターで,2005年の本震のすべり
量分布 (柳沼ほか, 2007)を 水色コンター

で,それぞれ示してある

1420E         1425E 141 5E         1420E 1425E         1430E

図 3 1978年および2005年宮城県沖地震のすべり量分布 (a)方日藤ほか (2003)に よる1978年宮城県
沖地震のすべり量の大きい領域を黄色矩形で示す (b)瀬野ほか (1978)に よる1978年宮城県沖
地震のすべり量の大きい領域を黒矩形で示す 水色コンターは柳沼ほか (2007)に よる2005年 の
本震のすべり量分布である

位置である可能性が高いとしている

さらに, 1933年 (M71), 1937年 (M71)の
2つ の M7を 超える地震が,1936年 の地震の近

傍で発生している。海野ほか (2007)は,水沢緯

度観測所の 1930年代のすす書き記録から S‐P時

間を験浪1し ,気象庁の SP時間の験漫1値とともに

用いることにより,1930年代に宮城県沖で発生 し

た M7の 地震の本震および余震の震央を再決定
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図 4 1930年代の宮城県沖地震の本震および余
震分布 1933年の本震 (緑星印)と 余震
(緑四角), 1936年の本震 (赤星印)と余
震 (赤丸), 1937年 の本震 (青星印)と余
震 (青菱形)を示す 1978年宮城県沖地
震の本震 (桃星印)と余震 (桃丸)も あわ
せて示す (海野ほか,2007)

した.観測データの数が多くはないので,地震は

すべてプレート境界で発生していると仮定して求

めた震央分布を図 4に示す 1933年 ,1936年およ

び 1937年の余震分布は,一部は重複しているが ,

それぞれの余震域は 3つ の領域に分かれているこ

とが明らかとなった。一般に,余震域の広がりは

震源域にほぼ一致 していると考えられるから,

1930年代の M7を 超える 3つ の地震は,プ レー
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2005年 宮城県沖の地震白i後のGPS局位置変化 宮城県沖地震の想定震源域近傍の GPS観測点
((a)宮城県志津川,(b)女川,(c)牡鹿,(d)亘理)の相対変位の時系列を,南北 (赤線),東
西 (緑線),上下 (青線)のそれぞれの成分毎に示す 山形県飛島を基準点として,年周変化成分
は除去してある (東北大学,2008)

図 6 GPSデータから推定された2005年宮城県沖の地震後のゆっくりすべりの分布 (a)本 F~発生後か
らH月 30日 までの期間のゆっくりすべりの分布 (b)12月 2口 に発生した最大余震 (M66)後
から2006年 7月 16日 までの期間のゆっくりすべりの分布 (Miura et al,2006)
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卜境界のそれぞれ別の領域を破壊 した地震である

と考えられる.すなわち, この地域には (少なく

とも)3つのアスペリティが分布 しており, 1933

年から 1937年 までの 4年間にそれらのアスペリ

ティが別々に破壊したものと推定できる。

比較のために,1978年 の本震および余震を,

SP時間を用いて同様な手法で震央を決定した結
果を図 4に重ねて示す.1930年代の 3つ の地震の

余震域を合わせると,1978年の余震域とほとんど

一致することから,宮城県沖の 3つ のアスペ リ

ティは,1930年代には 4年間でそれぞれが破壊し

たが,1978年には一度に破壊したと考えることが

できる.

5.2005年 8月 16日 の宮城県沖の地震

毎年恒例のお盆の帰京 ラッシュが始まった

2005年 8月 16日 に, 宮城県沖で M72の地震が
発生 し,仙台市内の屋内プールの天丼がはがれ落

ちるなどの被害が生じた 地震発生の翌日に開催
された地震調査委員会は, この地震は宮城県沖地

震の想定震源域内で発生したが,そ の規模は想定

されていたものよりも一回り月ヽさいことから,想

定している宮城県沖地震ではないと評価した。そ

うであるならば,今回の地震は想定宮城県沖地震
とどのような関わりがあるのか,が重要である.

Okada et al(2005)は ,2005年 と 1978年の地

震の本震および余震の震源を,Double differ‐

ence法 (Waldhauser and Ellsworth,2000)を 用

いて同時に震源再決定を行い,両者の分布を比較
した (図 2).図から明らかなように,それぞれの

本震の破壊の開始点 (2005年は黄星印,1978年は

赤星印)は ほとんど同じであるが,2005年 の余震

(青丸印)分布は 1978年の余震 (赤十印)域の南

東側の一部と重なっているだけである 波形解析
から得られた 2005年 の地震のすべり量分布 (柳

沼ほか,2007)は,1978年の地震で破壊した 3つ

のアスペリティのうちの南東側のひとつと一致す

る。すなわち,2005年 の地震は,想定宮城県沖地

震の震源域内の 3つ のアスペリティのうちの南東

側のひとつが約 27年後に再び破壊 したことによ

12-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

るものである

6.宮城県沖のプレー ト境界のその後の動き

3つ のアスペリティのうちのひとつがすべった

後, これらのアスペリティの周辺ではどのように

プレート間すべりが進行していくのか,がプレー

ト間地震の発生機構を解明するためには極めて重

要である。Miura et al(2006)は ,東北大学が宮

城県太平洋岸を中心に展開しているGPS観潰1点

と国土地理院によるGPS基盤観浪ltt GEONET

の観浪1データを用いて,2005年の本震前後の地殻

変動を求めている.図 5は震源域近傍の GPS観

測点 (宮城県志津川,牡鹿,女川,亘理)の地殻

変動を,山形県飛島を基準として求めたものであ

る。これらの観測点では,本震発生後からゆっく

りとした南東方向への地殻変動が約 2カ 月間にわ

たって観潰1さ れた。これは本震後にプレート境界

がゆっくりとすべった (余効すべり)ためと考え

られる.余効すべりは,そ の後一時的に治まった

ようにみえるが,2006年 12月 2日 の最大余震

(M66)の発生後には,新たにゆっくりすべりが

加速したようにみえる

Miura et al(2006)は ,こ れらの地殻変動の原

因がプレート境界におけるゆっくりすべりである

として,本震後から45日間と,最大余震後の約 7

カ月半の期間に分けて,プ レート境界のゆっくり

すべりの空間分布を推定した (図 6).図からわか

るように,本震後は震源域の南側に隣接 したゆっ

くりすべり (余効すべり)の大きな領域が分布 し

ていたが,最大余震後は震源域の東側に余効すべ

りの大きい領域が移動している.すなわち,本震

発生後に想定震源域の南側と東側のプレート境界

の固着は,ゆ っくりとはがれていったと考えられ

る

7.お わ りに

以上みてきたように,想定宮城県地震の震源域

には少なくとも3つ のアスペリティが存在してお

り,1978年宮城県沖地震の際にはこれらのアスペ



リティがほとんど同時にすべったのに対 して,

1930年代には 4年間で 3回 (1933年 M71,1936

年 M72,1987年 M71)す べったことが明らか
となった.2005年の宮城県沖の地震は南側のアス

ペリティのすべりによるものであり, この地震が

発生 した後ではアスペリティに隣接 した南側と東

但1で は余効すべりによリブレート間の固着がはが

れてしまっている。残された北側と西側のアスペ

リティは現在まで継続 して固着 したままでいる

が, この固着がはがれる時が「次のJ宮城県沖地

震である

これら2つ のアスペリティが同時にすべると

M74～ 75程度の地震となると予想される。ま
た,2つ のアスペリティが別々にすべる場合には,

それぞれ M71～ 74程度の地震が発生するであ
ろう.さ らに,1793年の地震のように,2つ のア

スペリティが,東但1の 日本海溝寄りの領域と連動

してすべる場合にはM8程 度の大地震が発生す
ると思われる。これらのシナリオのうちのどれが

実際に起こるのかは現在の地震学では明らかにす

ることはできないが,そ れほど遠 くない将来に

「次のJ宮城県沖地震は発生するであろう。
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迫り来る宮城県沖地震に4 えて

―地域の地震・地盤環境に調和した地震対策の展開に向けて一

源栄正人

1.は じめ に

1978年の宮城県沖地震から今年で 30年, 各機

関・学協会が 30周年の事業企画を行なっている.

地震調査研究推進本部の長期評価によると,次の

宮城県沖地震の発生確率は今後 10年以内の発生

確率は 60%を越え,20年以内に 90%以上,30年

以内に 99%である。平均発生間隔が 37.1年であ

ること,2005年 8月 の地震は想定されている断層

面にある 3つ のアスペリティーのうち 1つ が部分

的に破壊 したことを考えると,次の宮城県沖地震
の発生が切迫しているのは確かであろう.こ の 30

年の間に,社会状況も大きく変化している。また,

強震観測データの蓄積,地盤調査に基づく地下構

造の解明とともに地震防災技術が発展 したのも事

実である.過去に学び,現況を知り,次に備える

という観点からの地震対策が必要である。

ここでは,工学的観点から,仙台市域の地震防

災に関する話題を紹介する。まず,30年前の宮城

県沖地震の教訓を振り返るとともに,社会状況の

変化を概説する.次に,地域の地震・地盤環境と

地震ハザードのデータベースについて示すととも

に,最新の地盤情報に基づく地震動 シミュレー

ションと建築物の応答への影響評価の事例を示

す。最後に,防災研究成果を活用した地域防災力
の高度化に向けた取組みについて紹介する.

2 1978年宮城県沖地震の教訓1)"

1978年 6月 12日 午後 5時 14分 に発生 した宮

城県沖地震 (M74)は仙台市を中心に宮城県とそ

の周辺に甚大な被害をもたらした。この地震によ
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る被害総額 2,688億円は被害当時の宮城県の年間

予算に匹敵し,「都市型地震災害」の様々な様相を

我々に示 した

被害の特徴としては,① ブロック塀などの下敷

きによる死亡者が多かったこと (宮城県内の死

者 27人中 19人が屋外で死亡),② 丘陵地を造成

した新興住宅地の地盤被害 (緑 ヶ丘団地などの地

盤崩壊), ③沖積層が厚い地域での被害 (卸町の

鉄筋 コンクリー ト構造物の被害),④ 高層マン

ションの 2次部材の被害 (ド アが開かなくなっ

た),⑤ 火災が少なかったこと (原因として,地震

の発生時期が暖房を要 しない季節でのまだ明るく

夕食の準備には少し早い時間の地震, 本震の約 8

分前の前震の影響),⑥ 電話の輻榛による機能障

害 (携帯電話が普及した今日でも輻竣が懸念され

る),⑦ マンションの補償問題・地震保険などの

問題 (都市におけるマンションが被害を受けた初

めての地震),③ 負傷者の数が死者又は震度と比

較して異常に多かったこと,⑨ ライフライン,交

通網の機能障害をもたらしたこと (完全復旧まで

電気は 38時間,都市ガス 31日 を要し,水道は 78

%の復旧まで 3日 間を要した。信号の停電で交通

渋滞が発生した)が挙げられる.

この地震の教訓として,建築構造物の耐震対策

関連では,鉄筋コンクリート構造物の被害調査結

果が 1968年十勝沖地震で提唱された「志賀マッ

プJが 2次壁を含めた壁量と柱量により説明でき

ることが示されため.こ れは, 現行の既存建物の

耐力評価や耐震診断法成立の契機となり,新耐震

設計法の考え方に大きく影響を及ばした。

また,当時の山本壮一郎宮城県知事が東京事務

所で行った講演会「宮城県沖地震の教劃日
のの内容

は地震防災対策上極めて示唆に富むものであっ



た。山本知事は,講演の中で,都市の近代化が地

震の被害を拡大したことを述べ,情報の的確で迅

速な提供が大事なことや,個人個人の家庭の対応

策の必要性を指摘し,安全な空間を一箇所はつく

れ,地質の再調査は防災体制の基本であると述べ

た。また,地域コミュニティーの必要性や実態に

合った地震保険などの国への要請についても言及

している 講演の最後に,古代中国の荘子の「機
心なき耕夫の話」を実に的確に引用 している。

3.社会状況の変化

都市構造の変化に伴い地震災害の様相の多様化

が想定される.前回の地震では,仙台市の死者は

13人 , 負傷者は9,300人 , 家屋の全半壊 4,200棟

であった.1978年宮城県沖地震から30年, 仙台

は人口が増えて 100万都市となり,少子高齢化が

進んでいる。当時はなかった地下鉄も開通 した.

高層ビルの数も増えている.

筆者が監修 した「宮城県沖地震の再来に備え

よJ(河北新報出版センター)"は,社会状況の変
化に伴 う地震災害の変遷にも目を向けた内容に

なっている 都市の発展に伴う市街地の拡大は長
町―利府断層の東側に位置する仙台市東部や南部

の沖積平野にも及んでいる。建物の耐震性能が年

代とともに良くなっているとはいえ,地盤条件に

対応 した設計の浸透は必ずしも十分でない 地震
時の揺れの大きいところへの拡大は,耐力の増加
を上回る入力の増大をもたらし,結果的に都市の

脆弱化,安全性の低下をもたらしている可育旨性も

ある.

筆者は,仙台市の平成 14年地震被害想定調査

業務0に携わった。宮城県沖地震 (単独モデル)に

対する被害想定では,東部の若林区と宮城野区が

最 も大きく,建物の全壊 。大破棟数では若林区
1,726,宮城野区 1,295,大 白区 666,泉区 47,青葉

区 13の順であるのに対 し,地域の防災拠点であ

るコニュニティー防災センターの数は人口を基準

にしており,被害量と対応していない。一つの防

災センター当たりの全壊 。大破棟数は若林区で

143,宮城野区は 81,太 白区 29,泉区 3,青葉区 1

と,大きな格差を生 じている 格差の解消は行政
の地震防災体制の一つの課題といえる

高層建物の増大は,高層階で働く人や居住する

人が増えていることを意味する。地震時の揺れは

建物の上層階ほど大きい 78年の地震における仙

台駅前の揺れ震度 (震度 5)|こ対 し,10階建の一

般的な鉄筋コンクリート造建物の最上階では,震

度 7ま で揺れが増大する 家具の転倒防止対策な
ど室内対策は必須である

地下鉄南北線が開通し,東西線の工事も始まっ

ている.仙台市交通局によると大半の駅は駅員が

二人だけだという。地震が発生 したときの利用客

のパニックが懸念される 」R仙台駅の利用客の
地震時の避難誘導も懸念される.

コンビニエンスス トアの数は 1978年当時と比

べると圧倒的に増えている.セ ブンイレブンの全

国の店舗数は 591か ら2002年で 9,060と 163倍

に増え,現在はもっと増えていると思われる.
2007年 7月 の中越沖地震で被災地に調査に入っ

たとき, コンビニは地震当日も営業をしていたこ

とを確認した 心強いE口象を受けたが,市民ひと
リー人が非常時に備え食料と飲料水を備蓄してお

くことを忘れてはならない

4 地域の地盤環境の概要と地震ハザー ドの
データベース

(1)仙台地域の表層地盤構造

表層地質構造は,長町―利府断層を境に北西側
は仙台駅前,一番町など市街地中心部が位置する

洪積台地になっており,南東側は沖積平野になっ

ている。(図 1参照).1978年の宮城県沖地震で大

被害を受けた卸町などはこの沖積平野にある (図

2参照 )。 また,市街地中心部の位置する洪積台地

を取り巻くように,向山・青葉山などの丘陵地が

存在しており,台地の北部には大規模造成地が存

在している。仙台地域の第 4紀層基底 (沖積層と

洪積層を合わせた深さ)は深いところで 80m程

度であり,荒浜付近で若千浅 くなっているが概ね

海に向かって深度を増している.宮城県域の第 4
紀層基底は大崎平野などでも 100m以下であり,

迫り来る宮城県沖地震に備えて-15
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仙台市域の表層地盤 (標高図)

図 2 仙台市域の表層地盤の厚さと1978年宮城県
沖地震における被害分布

隣県の山形盆地の 350mな どに比べると深いも

のではない

12)仙台地域の深部地下構造に関する最新情報

仙台地域において長周期構造物の耐震設計・地

震対策のためのやや長周期地震動を論 じる場合,

深部地盤構造に関する情報を整理しておく必要が

ある。深部地盤構造は,海岸線から西に向かって

徐々に深くなっており,基盤深度は仙台駅付近で

約 800m,カ ルデラ地形 (白沢カルデラ)付近で最

も深くなっており,1600m程度である。

仙台市域の最近の深部地盤構造調査としては,

平成 14年度から平成 16年度にかけて仙台平野南

16-―地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

140・ 48' 140・ 54' 141・ 00' 141・ 06'

(a)基盤深度

140° 48'       140・ 54'       141・ 00'       141・ 06'

|一一■ニニ警壼彎甕鶉甲口¬ S

0  1  2 3  4 5

(b)1次卓越周期

図 3 仙台平野南部の深部地盤構造モデルの基盤
深度と1次卓越周期

部地下構造調査 (委員長 :大槻憲四郎東北大学教

授)が実施されている● 筆者らは,強震観測デー

タを用いてこの地下構造を検証してきている
。)

図 3に は 3次元深部地盤構造モデルの (a)基

盤深度と (b)1次卓越周期を示す これらの図よ

り,深部構造の 1次卓越周期は東部で短く西に向

かって長 くなっていることが分かる.仙台駅付近

の市街地中心部で 20～ 25秒程度であり,東北大

(青葉山)と 長町で 3秒程度である.仙台市西部の

最 も長いところでは 4秒以上になることが分か

る.こ れら仙台地域の深部地盤構造に関する情報

図 1

140・ 42'



は,高層・超高層建築や免震建物など,長周期構

造物の耐震設計において貴重なものである
9

(3)地震ハザードのデータベース

建物や都市における地震 リスク評価を行 う場

合,入力地震動や構造物の振動特性を考慮する必

要があり,周期情報を含んだ地震ハザード評価は

重要である。

データベース化されている仙台市域の地震ハ

ザード10は,最大値ばかりでなく応答スペクトル

が 250mメ ッシュごとの GIS'情報 としてデータ

ベース化されている.自治体の被害想定で行って

いる 3つ のシナリオ地震 (宮城県沖単独,宮城県

沖連動,長町―利府断層による地震)や建築構造物

の耐震設計用の地震動である国土交通省告示によ

る地震動 (損傷限界地震動,安全限界地震動),地

域の地震環境を考慮 した確率論的地震ハザー ド

(50年超過確率 80%と 10%)がデータベース化

(b)1978年宮城県沖地F~(再現地震動)

図 4 地震ハザードマンプの例 (地動最大速度)

されており,周期情報を含んだ地震ハザード評価

に利用できる 1978年 の宮城県沖地震に対 しては

再現波形もデータベース化されている。現在,50

mメ ッシュのデータベース作成を行っており,3
つのシナリオ地震に対 しては作業を終了し,平成

19年 1月 時点の建物現況に基づく被害想定調査

に適用している   ●

図 61ま,データベース化されている地震ハザー

ドマップの例として,(a)国土交通省告示 (安全

限界検証用)地震動分布を地動最大速度として示

したものであり,長町―利府断層の東側の沖積平

野と北部の七北田川沿いの沖積地盤で地震動が大

きくなっていることが分かる

また,確率論的地震ハザード評価結果の一例と

して,Iヨセには仙台市役所と荒浜を結ぶライン上

の地盤条件がかなり異なる 3点 (仙台駅前,国道

4号線バイパス,荒浜)に おける 50年超過確率

3000
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≦21500
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≦21500

1000

0200501 0_2 0_5 1
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0~
00200501 0_2 05 1
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00200501 02 05 1  2   5
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図 5 仙台市の 3地点の地盤条件における確率論
的地震ハザードスペクトルの違い (50年

超過確率 10%)

(a)国土交通省告示 (安全限界)
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10%(再現期間 475年)に対する地表でのハザー

ドスペクトル (加速度応答スペクトル :減衰定数

5%)を示す11)図中には,同 じ地盤条件における

石巻と白石のスペクトルも比較のために示してあ

る.地盤によるハザードの差は明確である.同 じ

地盤条件に対する地震ハザードの都市間比較につ

いては,石巻,仙台,白石の順で小さくなってお

り,発生確率の高い宮城県沖地震が地域の地震 リ

スクに大きく影響 している.

これらの地域の地震・地盤環境に調和した周期

成分ごとの地震ハザードの差を考慮した地震対策

が望まれる。

5.震源特性を考慮した 1978年宮城県沖地震の
広帯域地震波形シミュレーション

(1)解析対象と手法

筆者らは,こ れまで,1978年 の宮城県沖地震に

おける仙台市域の長周期地震動を再現すべく,図

6に示すような震源域を含む解析対象領域 (東西

180 km,南北 96km,深 さ 60 km)に おいて,3次

元有限差分法基づく長周期地震動評価を行うとと

もに,統計的波形合成法による短周期成分の評価

と合わせた仙台市における広帯域地震波形シミュ

レーションを実施 してきている
1の

.

図 7には,対象領域の東西断面の速度構造を示

す。震源モデルは,仙台駅前の住友生命ビルの観

没1記録と石巻の開北橋の観測記録を比較的よく説

明できるモデルとして図 8の ようなすべり分布を

設定した。

(2)長周期帯域の計算波形と観測波形の比較

図 9に は,住友生命ビルと開北橋における計算

結果と観測記録の速度波形による比較を示す.図

中には,大構造を平行成層とした場合の結果も比

較のために示してある.図 10に は,15s,20s,25

sの スナップショットを示す。図 9よ り, 住友生

命では,平行成層モデルによる計算結果と比較す

るとNS成分最大振幅がやや不足気味となった

が, 2つ のパルスは概ね再現できている.一方 ,
EW成分では第 1パルスが大きく乱れ,波形が崩
れて,し かし,(D)開北橋では,大構造を成層構

18-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

造として波数積分により評価した結果と有限差分

法の結果に大きな相違は無い。これは,開北橋で

は深部地盤の層厚が薄いことからモデルによる差

が少ないが,住友生命では地震基盤以浅の 3次元

的な深部地盤の影響で波形が乱れていると考えら

れる また,図 10の 20s(EW)で は,開北橋よ
りも震源域に近い,牡鹿沖ではすでに波形が乱れ

轟
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図 9 長周期帯域の速度波形による比較
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図 10 スナップショット (速度波形)

ている

(3)地表における地震動特性と高層建築物の地震

応答への影響

前述のようにして作成した工学的基盤波を入力

とし,等価線形化法を用いて地表の波形を評価し

た 表層地盤モデル及び地盤の動的変形曲線は平
成 14年度仙台市被害想定いのものを使用した 評
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図 11 観測点配置図
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図 12 演」線沿いの地表における速度波形 (NS成分)

価地点及び測線の配置図を図 11に示す。図 12に

は,演1線 Aと 側線 Cの速度波形の NS成分を示

す.測線 Aでは NS成分の第 1パ ルス・第 2パル

スが伝播している様子がわかり,長町利府断層よ

り東側の沖積平野部では最大速度が 65[cm/s]～
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80[cm/s]程 度と大きくなっている。また,測線

Cを見ると長町付近の NEGや QDR025で は 42s

以降に主要動とは別の後続波が見られる.筆者ら

は 2005年 8月 16日 の観測記録における同地域で

の後続波を指摘 しており",やや長周期の後続波

が再現されていると考えられる.同様に QDR018

でもやや長周期の後続波が見られる.

深部地盤構造による地震動特性の違いが高層建

物の応答に及ぼす影響を把握するために図 13に

は測線 Aと 測線 Cの代表点における加速度―変位

応答スペクトル (Sa Sdス ペクトル)と標準的な

20階建てモデル建物の荷重一変形曲線 (骨格曲線)

を合わせて示す.こ の図より,地盤構造による建

物の応答変形量の差は顕著であり,仙 台駅前

(SMT)に 比べて長町地区 (NEGや QDR022)で

は応答変形量が 2倍以上になることが分かる.

6.防災研究成果を活用した地震対策

地域の防災力を高めるためには,最新の科学的

20    40
Sd(cm)

0     20    40    60    80
Sd(cRI)

図 13 標準的な 20階建の建物の骨格曲線と代表点
の Sa Sdス ペクトル

(上 :測線 A,下 :測線 C,初期減衰 h=002)
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知見に基づく研究成果を防災対策に反映する事が

大切であり,学際連携・産官学連携による活動が

求められる。

筆者らは,文部科学省の防災研究成果普及事業
として,平成 16年 度か ら3年間にわたり宮城

県・仙台市・東北大学の共同で提案した「迫り来

る宮城県沖地震に備えた地域防災情報の共有化と

防災力高度化戦略Jに取り組んだB),1。.こ の事業

では,極めて高い確率で発生は予浜1さ れている宮

城県沖地震に備えた地震対策として,1)地域防災

情報の共有化,2)地震 リスクの地域内格差の明確

化と防災力向上戦略の展開,3)緊急地震速報・地

震観測情報の防災対策への有効活用,を 3つ の柱

とした事業を展開した.

地域防災情報の共有化については,地理情報シ

ステム (GIS)を用いた地域防災情報共有プラッ

トフォームを構築した.産官学の各機関が様々な

形で保有 している防災情報をマルチレイヤー

Web―GISデ ータベースとして システム化 し,

データの共有化を図った。インターネットを通 じ

て情報を登録 し,閲覧できるリアルタイム双方向

情報共有 Web_GISシ ステムに構築 し,地域防災

力評価システム等の解析システムと連携できるよ

うにした。

地震 リスクの地域内格差の明確化と防災力向上

戦略の展開については,宮城県域の地震・地盤環

境や社会環境の違いによる地震 リスクの地方都市

間比較,市域内比較事業を行うとともに,モデル

地区を選定 し予測される被害パターンを解消する

ためのインセンティブ防災マップづ くりを行っ

た また,地震リスクに調和した学校等の公共建築 ,

病院,棟数の多い一般建物を対象に改修の優先度

評価など耐震改修支援システムの開発を行った。

緊急地震速報・地震観測情報の防災対策への有

効活用については,最新の防災技術である緊急地

震速報 システムを宮城県域の学校を中心に展開

し,形骸化する防災訓練・防災教育への改革を行

うとともに,地震発生時における早期避難体制の

構築に役立てた。また,地域の地震観潰1網の連携
と国の地震観潰1網との連携により地域版即時地震

動分布推定システムを構築し,応急危険度判定支

０
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援に供するシステム開発を行った。

7 お わ り に

ここでは,工学的観点から,過去に学び,現況

を知り,次に備えるという構成で,地域の地震・

地盤環境に調和 した地震対策を展開すべく,仙台

市域の地震防災に関する話題を紹介した。

最近の地震被害で気づくのは,専門の分化によ

る縦割りの弊害として, システム全体としてのバ

ランスの悪さ,分野と分野のつなぎ目,物 と物の

つなぎ目に弱点があるように思う。今後,全体的

にバランスのとれた総合的地震対策が必要とな

る。そこに求められるのは学際センスである 学

際連携に必要なのは,異分野の人間が集まるだけ

では駄目で,融合する必要があり,そ こには「つ

なぎ手」として分野間をつなぐ役割を担う者の存

在が重要となる。

また, これから地震防災研究に必要なのは,災

害制御の考え方である。「地震時の揺れという「入

力Jに対 し,「物理システム」と「社会システムJ

を通した「出力Jと しての地震被害を低減するた

めの「災害制御Jが求められる.そのためには,

システムのモデル化や,出力を監視 しながら「制

御力」としての対策を時系列で考えていく必要が

ある。このシステムに対する制御問題として,防

災対策を考え,制御力に相当する施策をどのよう

なものにしたら最 /1ヽのコストで被害がもっとも効

果的に減らせるかを追求する.最適設計 。最適工

学の考え方と実践科学を融合し,最適な被害低減

を図るための防災対策を誘引 。実現する学問とし

ての実践防災学,「インセンティブ防災学」の構築

とその展開に向けた活動を行っていきたい.
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重力異常から地盤のゆれやすさがわかる !?

地震は, 日本列島ではいつもどこかで発生し

ている.そ れが災害要因になるのは,あ る都

市・集落において大きな地盤のゆれになったと

きである.地震による地盤のゆれは,一般に震

源に近く, また地震の規模が大きいほど大きい

ことは言うまでもない.しかしながら,過去に

起きた地震災害をみると,震源から隔たってい

ても周囲よりも被害が大きくなる地域があっ

た.こ のことは地震学では異常震域として古 く

から知られていた。最近の例では,2007年新潟

県中越沖地震に際して,震度が大きい地域は上

越市よりに広がっていたこと, さらに長野県飯

綱町においては,震央距離が 80km以上あるに

もかかわらずここだけが震度 6強を記録 した.

周囲は震度 4であった。すべてが重力異常でわ

0       5       10

福井平野 福井地震 (1948)の 震源は丸岡町 (当時)付近であったが,現在で言う震度 7は福井平
野全体に広がった 左側の図は, 同地域の重力異常図 (小林ほか, 2002).右 側の図は家屋倒壊率
(Tsuya,1950)低重力異常域と家屋倒壊率が高い地域とはよく対応している

かるとは言わないが, ここは新潟から延びる負

の重力異常域の軸部に位置していることは注目

すべき点である

地盤のゆれやすさは,最終的にはボーリン

グ,反射法探査,な ど地下の物質状態を 3次元

的に調査 して明らかにされる。しかしながら,

これらの方法だけで揺れやすさの面的情報を得

るには膨大な費用と時間とを要する 一方,面
的な情報を持っている地表地質,地形データか

らもある程度の推定ができる (内閣府,2005).

全国的に短期間に均質に,かつ多くの費用をか

けずに評価を行うにはこの方法が有利である.

さらに, ここにもうひとつ方法がある

重力異常は地下にある物質 (岩石や地層)の

密度の違いとその広がり,すなわち地下構造を

136° 12'

図 1
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現している.低密度の地層が厚い地域では重力

異常は低くなる.し たがって,重力異常分布図

を見ればどの地域が相対的に揺れやすい場所で

あるかを知ることができる.

図 1は 1948年福井地震 (M71)の際の家屋

倒壊率と重力異常とを比較したものである。震

度 7に相当する領域が平野部全体に広がってい

る.震央は丸岡町 (当時)付近であった.重力

異常分布との対応は非常によく,低重力異常域

が高倒壊率になっている。またこの図は,芦原

西部では,地形的には平野であっても地下に高

密度岩体 (こ こでは安山岩)が潜在することを

示唆している なお,重力異常には地表から地

下深部までの密度分布が全て関係 してくるから

それらが総合されたものを見ていることになる

が,た とえば重力異常の長波長成分を取り除く

などの適当な方法によってそれらを分離するこ

とが可能である

このような現象は, もっと広域的な範囲でも

認められる 最初に述べた中越沖地震がそうで

あるし,1982浦河沖地震の際の震度分布につい

て萩原 (1983)が このことを指摘している。

わが国のように基礎調査が進んでいない海外

の地域においては,比較的短期間に低コス トで

広域をカバーすることができる重力調査はいっ

そう有効だと思われる.なぜなら,重力異常は

断層構造を含めた地下構造を宏観的に知ること

のみならず,その産物としての地盤のゆれやす

さの簡易推定,な どに大いに役立つからであ

る

(河野芳輝 :金沢大学名誉教授)

引 用 文 献

小林直城・他 (2001),地震 2,54,18

萩原幸男 (1983),測地学会誌,29,165165

内閣府 (2005),表層地盤のゆれやすさ全国マップ

Tsuya,H(1950),Report of the Special Committee

for the Study of Fukui Earthquake,1-197

重力異常から地盤のゆれやすさがわかる !?-23



重力異常から活断層がわかる !?

重力異常 (ブーゲ異常)か ら断層を抽出する

様々な方法は古 くから提案されている.それら

の方法の基本になる原理は,多 くの場合,断層
に沿って重力異常の急変帯が存在するという事

実に基づいている.紙面に限りがあるため, こ

こでは原理に関する記述を避け,実際のケース

を紹介するとともに,そ の抽出法に言及するこ

ととしたい.

断層を形態から分類すると,断層変位の垂直
成分が相対的に大きい正 (逆)断層と,水平成

分が大きい横ずれ断層とに分かれる.重力異常
の等高線分布もそれに伴って特徴的な変化を見

図 1 阿寺断層の重力異常 (Yamamoto et al,1982)

長野県西部地震の震源断層付近の重力異常 (Shichi et al,1992)と 本震・余震分布

中央の白抜きが本震の位置

せる.ま ず典型的な垂直断層の例として, 図 1

に阿寺断層の重力異常を示す 図の左上から右
下にかけて阿寺断層が走り,そ れに共役な方向

に小断層が数多く見られる.

重力異常の大きい特徴は阿寺断層を境に等重

力線の方向が急激に変わることである しかも
断層の SW側 (沈降倶1)で 等重力線の間隔が
NE側 (隆起側)に比べて急に狭くなっている
ことである。おそらくSW但1で は基盤全体が断

層を境に SW方向に傾斜 しているものと思わ
れる.ま た断層線付近の等重力線を詳細に見る

と興味深い 確定断層線を示す実線ではなく,

図 2
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推定断層線を示す鎖線を境に等重力線の方向が

急変している個所がある.おそらく推定断層線

の方が正しい構造境界なのであろう。

阿寺断層のNE側の共役断層の一つに長野県

西部地震 (1984年,M68)の 震源となった断層

がある 図 2に阿寺断層の北側の重力異常と本
震・余震の震央分布を示す。本震と余震が重力

異常の急勾配に沿って分布 している様子が判

る.興味深いことには,等重力線の小さい突起

部に本震の震央が一致することである。また最

大余震の震央も別の突起部に一致している.お

そらく地殻応力がこれらの突起部に集中した結

果,ま ず本震が発生し,次いで最大余震が発生

したものと考えられる.

次に横ずれ断層に伴う重力異常について述べ

る。原理的には,全く均質な地殻物質を横ずれ

断層が断ち切ったとしても,重力場には断層の

影響は現れない。しかし2層構造の下層に密度

の不均質,あ るいは上層・下層の境界面に起伏

があれば,上層が均質であったとしても,横ず

れ断層の影響が現れる。横ずれ断層運動に伴っ

て等重力線に湾曲が現れることが多い。

図 3は関東平野西縁の関東山地北部の重力異

常を示す。中央に荒川が西から東に流れ,図の

北端に僅かに利根川が見える。荒川の南端には

関東山地から比企丘陵に至る東西の高重力異常

帯が位置する.図の中央部の長方形領域は西埼

玉地震 (1931年,M69)の 震源断層面の地表面

曲

Ｊ
ヨ
ピ

図 3 関東山地北部の重力異常 (萩原・他, 1986)
図の中央部の長方形は 1931年西埼玉地震の震

源断層 (Abe,1974)の 地表面への投影

■CM=15   ■I CM‐ lo

図 4 京阪神・和歌山の重力異常 (山本・志知 ,

2004)

図 4の重力異常データから抽出した重力急変

帯.黒の範囲 :水平勾配△g′≧0 003 mga1/m,
灰色の範囲 :0003>△ g′≧0 002 mga1/m

図 5
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への投影である.Abe(1974)|こ よれば傾斜角

80° の左横ずれ断層とされる。

この長方形とは僅かに斜交しているものの,

ほぼ一致 して等重力線の S字状湾曲が見 られ

る.明 らかに左横ずれ変位と調和的である.こ

の事実から櫛挽断層 (図中の KS)が西埼玉地
震の震源断層と推定されるが,地震による直接
の地表変位は現れてはいない.興味深いことに

は,S字状湾曲が荒川を横切る地点で,荒川の

流路を左横ずれに曲げている。湾曲の形状から

推定すると,櫛挽断層の累積変位量は 1～ 2km

に達する.な お地形的に顕著な深谷断層 (図中

の FK)は重力異常の上からは明瞭ではないが,

その南東延長上の荒川との接点付近に小規模な

S字状湾曲が見られる.も しかすると 100m以

下の間隔の高度に相密な重力測定を断層本体に

実施すれば,何らかの示兆を検出できたかも知

れない

以上述べたケースか ら理解されるように,

個々の断層に対 して棚密な重力測定を実施する

ことにより,断層構造に関する何らかの情報を

引き出すことが可能となる.M6ク ラスの地震
発生に対応する中規模断層の探査のためには,

05 mgal程度の等重力線間隔の重力異常図を作

成しなければ信頼性ある成果は得られない。そ

のためには縦横 100m以下の測定点間隔で断

層をカバーする棚密かつ高精度の重力測定が必

要となる。現在我々の手元にある最も信頼性の

高い山本・志知 (2004)の 重カデータ (平均測

定点間隔 500m)で さえ, 中規模断層の探査の

ためには十分とは言えない

最後に断層探査を直接の目的としない広域的

な重カデータから断層を抽出する有効な解析法

を紹介 したい.抽出の原理は重力異常の水平勾

配が大きい位置を断層と判定するもので, この

方法は地表地質調査が及ばない未知の断層構造

の解明に役立つ。

図 4は山本・志知 (2004)に よる京阪神・和

歌山の重力異常図で,実線が正の異常,点線が

負の異常領域である 図の範囲を経度方向に
360個,緯度方向に 300個のメッシュに分割し,

メッシュの中央値をデジタル化して計算に供し

た.こ のとき 1メ ッシュは概略 1辺 500mの 正

方形に近い.図 中の断層線は確実度 1の断層

(活断層研究会,1991)で ある.

図 5は重力異常の水平勾配の大きいメッシュ

を黒色で表現したもので,そ の位置は図 4の断

層線と良好な一致を示している.勿論詳細に見

れば,断層そのものではなく,断層形成の背景
となった地形や地質構造を反映することもあ

る。 しかし間接的ではあれ,重力急変帯はしば

しば断層に関連する構造境界に沿って発達して

いる。その意味でこの種の重力解析法は断層あ

るいは関連構造の抽出に有効な方法と言える.

(萩原幸男 :東京大学名誉教授)
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2007生F来汗潟県

本白

の震源断層面と

崎刈羽の

震

強

綴細一起・三宅弘恵

は じめ に

2007年新潟県中越沖地震 (気象庁マグニチュー

ドνttA 6 8)は 昨年 7月 16日 に, 新潟県中越地

方の沿岸海域で発生 した (図 1)2004年新潟県中

越地震からわずか 3年で再び中越地方に地震が起

きたことについては主に, この地方が日本海東縁

ひずみ集中帯や新潟―神戸ひずみ集中帯に属して

いることから議論されている。一方,い ろいろな

機関から幸晨告されているモーメントテンソル解な

どは,地殻内で発生した北西一南東圧縮の逆断層

地震を示しており,そのモーメントマグニチュー

ド/1fwと して 66前後が報告されている (た とえ

ば Global CMT Project,2007). ここまではほと

んど異論が出なかったが,震源メカニズムを構成

しているも、たつの共役な断層面,北西傾斜面と南

東傾斜面のうち, どちらがこの地震の震源断層面

かについては,一応の決着をみた 2008年 1月 の

地震調査委員会まで, 6ヶ 月に及ぶ論争となって

しまった。ここでは論争となった原因と決着に至

る経緯について綴級 (2008)を もとに紹介すると

ともに, この地震の震源域近傍にある柏崎刈羽地

区の強震動について角翠説する.

2 各種データの解析結果

通常,地震の震源断層面は余震分布から決めら

れる。気象庁一元化震源 リストから中越沖地震発

生後 12時間の余震を選んで,そ れらの震央分布

と二次元的な震源分布を図 1に示 した これらに

は主要なトレンドとして南東傾斜の分布が見える

だけなく,沖合い部分に北西傾斜の副次的なトレ

ンドも見えるので, この段階の余震分布ではどち

らが震源断層面か決めることはできない このこ

とは防災科学技術研究所 (2007)や東京大学地震

研究所 (2007)な どによる初期の結果でも同様で

あった。また,GPSな どから得られる地殻変動の

データも,半無限媒質内の均質すべりの断層モデ

ルならば,や はりどちらの傾斜面でも説明可能で

あり (地震予知連絡会,2007),津波のデータでも

震源断層面を特定するには至らなかった (東北大

学,2007).

地震計の波形データはわれわれの研究室でも,

主に震源インバージョンと経験的グリーン関数法

の手法を用いて解析を行った (Koketsu et al,

2007).ま ず,世界中の広帯域地震計で観浪1さ れた

遠地実体波を解析して,お、たつの共役断層面の形

状や深さなどを決めた (図 2A).ま た,防災科

研・気象庁 。新潟県などの強震計や震度計が,震

源域近くの強震動を観漫1し ているので (図 1),そ

の波形データの長周期成分を震源インバージョン

することにより,断層面上の精度の高いすべり分

布を得た 南東および北西傾斜面に対する解析結

果 (図 2B,2C)で はどちらも,破壊開始点 (大 き

な鸞印)のすぐ近 くと南西に離れた場所にアスペ

リティ (大きなすべりの領域)が推定された (引

間・級績,2007).

しかし,観浪1波形の再現度という面では, この

震源インバージョンでも両傾斜面の甲乙をつけら

れなかったので,続いて経験的グリーン関数法を

用いて,短周期成分も含めた広帯域地震動の波形

の再現を行った.その際,強震動生成域と呼ばれ

る領域をアスペリティの近く,図 2の□に置いて

震源モデルを作り,〃w44の余震 uヽさな灘印)

の強震記録を基本波形として用いた.し かしなが

2007年新潟県中越沖地震の震源断層面と柏崎刈羽の強震動―-27
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図 1(A)新 潟県と (1)新潟 神戸および (2)
震の震央★と12時間後までの余震分布・

羽原子力発電所,強震観沢1点を示す (C)

日本海東縁ひずみ集中帯 (B)2007年新潟県中越沖地
壼,爾,▲はそれぞれ 2004年新潟県中越地震,柏崎刈
本震と余震分布の二次元表示

139° E

ら, どちらの傾斜面上の震源モデルでも波形の再

現は同程度であった (図 3)

ところで,柏崎刈羽原子力発電所は震源域のす

ぐ上にあって (図 1,2の蜀印), しかも多数の強

震計が設置されているので,事実上,新潟県中越

沖地震にもっとも近接した強震観測点になってい

る。その中で,7機ある原子炉の建屋 (KK1 7)の

基礎マット上に置かれた強震計の波形記録が図 4

である (東京電力,2007)ど の波形にもパルス 1

とパルス 3と記された明瞭な地震波パルスが見え

28-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

るだけでなく,両者の間にもやや不明瞭なパルス

2が見える。 これらは震源断層上のアスペリティ

(あ るいは強震動生成域)か ら出ているはずであ

るから,経験的グリーン関数法のための前述の震

源モデルには 3つ の強震動生成域が置かれてい

る これらに対 してすべり分布のアスペリティも
ほぼ対応 しているが,波形データの長周期成分を

使っているため分解能がやや落ちており,パルス

1と 2に相当するアスペリティが分離 し切れず ,

大きなひとつのアスペリティになってしまってい
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図 2(A)南 東および北西傾斜面と震源梵の三次元表示 (B)南東傾斜面の場合のすべり分布.費 ,マ ,
★,蝙は本震とνw 44余震の震央,お よび連係震源決定で求められたアスペリティ1,3の破壊
開始点,柏崎刈羽原子力発電所 □は経験的グリーン関数法によって推定された強震動生成域を表
す.(C)北西傾斜面の場合.

ω
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ヽ
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る C図 2B,C).

3.よ り詳細な解析結果

以上のような地震波パルスとアスペリティとの

関係を仮定すれば,各パルスの到着時刻を読み取

ることにより,各アスペリティの破壊開始点を震

源決定できるはずである.た とえば図 4でパルス

1と 3の到着は, 図中の黒色と灰色の縦棒付近に

読み取ることができる ただし,発電所の強震計
は高精度な刻時機能を持っていなかったので,P
波初動とパルス 1,3到着の時間差を用いた連係

震源決定を行 った。その結果が図 2の ★印であ

る。パルス 3の★印の周辺を見ると,南東傾斜面

上のすべり分布ではすべりが大きな部分, アスペ

リティが存在するが,北西傾斜面上のすべり分布

では存在しない.つまり,南東傾斜面の方が連係

震源決定の結果と震源インバージョンの結果の整

合′性がいいということになる.

一方,Shinohara et al(2008)は 地震直後の 7

月 25日 から8月 28日 まで, この地震の震源域を

含む海域に 32台の海底地震計を展開し,得 られ

たデータから読み取った P波,S波の到着時刻を

陸上の観潰1点のデータに加えて,余震の震源再決

定を行った。こうして得られた精度の高い新 しい

余震分布を,同 じ期間の気象庁一元化震源 リスト

による余震分布と比較すると (図 5B,C),南東傾

斜の主要 トレンドはより明瞭となり,沖合いに

あった北西傾斜の副次的なトレンドはほぼ見えな

くなっている。また,すべり分布のアスペリティ

部分では余震の発生が少なく,すべり分布と余震

分布の相補的な関係 も明瞭に見て取れる (図 5

A)。 この結果は再び,南東傾斜面が主要な震源断

層面であることを示した。ただし,新 しい余震分

布にも不明瞭な北西傾斜の並びが震源付近に見え

ており,そ こで小さなすべりが起きていたことを

否定しない.た とえば,Takenaka et al(2007)

は初期破壊が北西傾斜面で起きていたとしてい

る.ま た,国土地理院 (2008)の新しい解析では

南東傾斜の主要断層以外に北西傾斜の小さな副断

層も示唆しており, これらはこの不明瞭な北西並

びに本目当している可能'性がある.

4 柏崎刈羽地区の強震動

原子力発電所が立地する柏崎刈羽地区は,前述
のように震源域にもっとも近 く,非常に大きな強

震動に見舞われた.単に大きいだけでなく,発電

所内で観測された強震動の応答スペクトルは, ほ

ぼすべての周期帯において,発電所の設計時に想

定された基準地震動の応答スペクトルを大幅に上

回っていた (図 6).こ の上回りの最大の原因は容

2007年新潟県中越沖地震の震源断層面と柏崎刈羽の強震動-29



KKl EW component
Acc(cm/s策・ 2)   Vel(Cm/sl

A/1AX=665       1ヽlAX=891
Disp(cm)

MAX=3041

KKl NS component
Acc(cm/S姜・ 2)   VeL(cm/5)     Dも p(cm)
MAX=296       MAX=75 2      MAX=2162

め
'― ¬

酬

に
～ 哺 は

¬
川 陸
い J嘲 祀 内

へ V御NW…

ツn―
刊 岬
薦ヾⅢ ¬ Ⅶγヾ ヤ

コ
脚祀
Ⅲ″―」14の～

喘卜 _∫げ
¶蹄"

“S― ― MⅣ酬ヽ嶋A部… ― ηリリゝM
郷+― 憮 刊い知Υ

…
―
輌 ¬沖耐軌

め'銹 肺 悧 h脚附
ul坤
呻 封 陣 一

世
呻飩
― 抑帰

ハvttJ

ツn―
― 祠 い神～

帆″ ｀っ
炒
り山洵

―

~岬 脚 爆 ― 抑」V゛ ḾrA
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図 5(A)海 底地震計データを加えた震源再決定による余震分布・(Shinohata et al,2008)と 本震責お
よびχw 44余震☆の震央位置 隧は柏崎刈羽原子力発電所.灰色実線と灰色太線は断層面の延長
と海底面の交線および発電所建設時に見い出された断層地形 FBを表す (B)再決定された余震
分布・の南西方向から見た断面図と本震贅および■イw44余震☆の震源位置 (C)気象庁一元化震
源の場合

易に想像がつく.前節までで特定された震源断層

を海底面まで延長すると, 図 5Aの灰色実線の位

置に達する この線の付近には,発電所設計時に

行われた海上音波探査により, 図 5Aの灰色太線

の位置に FBと 呼ばれる断層地形が発見されて
いた.し かし,音波探査断面の読み取りなどから,

「 F‐B断層は,長さが約 7km(最大約 8km)で あ

り,西山層相当層に変位を与えているが,灰爪層

相当層以上の地層に変位を与えていないことか

ら,同断層の第四紀後期における活動はなかった

もの」,つ まりFB断層は活断層でないと断定さ
れてしまっていた (東京電力,1988).

その結果, この発電所の設計のための基準地震

動は,新潟県中越沖地震の震源断層たるべきFB

北西        南東

2007年新潟県中越沖地震の震源断層面と柏崎刈羽の強震動-31
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内陸地殻内の地震について得られた震源近傍にお

ける観測記録を収集 し, これらを基に敷地の地盤

物性を加味した応答スペクトルを設定し」て策定

すると明示的に指示されている。こうした観測記

録の収集を行った代表的な研究 (加藤・他,2004)

では,旧指針の直下地震の地震動とほぼ同等の応

答スペクトルが得られているので,今後,新指針

に基づいて行われる基準地震動の策定に対 して

も,新潟県中越沖地震は以下のような教訓を与え

たであろう。

(1)現在の研究や技術のレベルをもってすれ

ば, FB断層が /1fJMA 6 8の地震の震源断

層と事前に想定できたか否かを十分見極

めた上で,可能と判断された場合には海

域を中心とした活断層調査に明示的な調

査方針を指示すべき.

(2)事前の想定が難 しいと判断された場合に

は,νJMA 68の 地震が近傍で発生するこ

とも,震源を特定せず策定する地震動で

考慮すべき。

(3)事前の想定が可能と判断された場合でも,

設計当時のようにわずか 7km程度の孤

立 した長さの短い活断層としか認定され

ない可能性もあるので,そ うした場合に
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図 6

断層が考慮されずに作成されることになり,実

際,作 られた基準地震動の大部分は,い わゆる

「直下地震」による地震動のみに拠ってしまって

いる.設計当時の耐震設計審査指針 (原子力安全

委員会,1981;以下,旧指針)における定義では,

この「直下地震Jは「原子炉施設の耐震設計条件

の一つとして,実際に起きる地震との関連より

も,む しろごく近傍である程度の規模の地震が発

生したと仮定しても安全性が保てるように耐震設

計を行っておくべきであるとの観点から設定され

ているJ耐震設計上の minimum requirement

であり,運用上,震源距離 10kmに ある″ JMA 6 5

の仮想的な地震がどの発電所でも想定されていた

(電気技術基準調査委員会,1987)つ まり,柏崎

刈羽原子力発電所では震源距離 10 kmの νJMA

65の地震 しか想定 していなかったのに,同 じよ

うな距離でνJMA 6 8の 新潟県中越沖地震が起き

てしまったことが,観測された強震動が基準地震

動を大幅に上回った第一の原因である。

この「直下地震Jによる地震動は,2006年に改

訂された新 しい耐震設計審査指針 (原子力安全委

員会,2006;以下,新指針)では,「震源を特定せ

ず策定する地震動Jと名を変え,そ の策定方法も

「震源と活断層を関連付けることが困難な過去の

32-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )
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柏崎刈羽原子力発電所の 1号機および 5号機原子炉建屋 (KKl,KK5)の 基礎マット上で観測さ
れた加速度記録の応答スペクトル (灰色)と それぞれの建設時に想定された基準地震動の加速度応

答スペクトル (黒色)(東京電力,2007)た だし,1号機建設時には基準地震動が作られなかった
ので 2号機建設時のもので代用した



はν」MA 6.8相 当の規模を想定すべき.

(4)結果として基準地震動は近傍で発生する

大地震に対応するものになるはずである

から,そ うした地震による地震動の特徴

である比較的長周期で継続時間が短い性

質を,地震動策定の際の経時特性・位相

特性などに反映させるべき.

5.平均を大きく上回る強震動

柏崎刈羽地区の強震動は単に想定されていた基

準地震動より大きいだけでなく, これまでの観測

から得られている平均的な強震動と比べても明ら

かに大きい。たとえば発電所南西部の 14号機基

礎マットで観測された記録の応答スペクトル (建

屋や地中の影響を取り除いたもの)は,ν」MA 68
の内陸地震から同じ距離にある地点での「平均的

な強震動」の応答スペクトル (Noda et al,2002)

に比べ 5～ 6倍大きい.Jヒ東部 57号機でも 2.5～

3倍の応答スペクトルになっている。 このうち,
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14号機側の倍率が 57号機側の倍率に比べ約 2

倍強くなっている点に関しては,発電所直下に見
つかっている局所的な櫂曲構造の影響と考えられ

るとの指摘があることから,発電所サイト全体の

平均的な倍率としては57号機側の25～ 3倍を

考えれば良いであろう。

平均を大きく上回る様子は地表で観測された最

大加速度 (PGA)で も見て取れる.地表の PGA

と震源断層への断層最短距離を両対数グラフにプ

ロットしてみると (図 7左),21/fw 66の地震に対

する平均的な距離減衰式 (司 。翠川,1999)に 比

べ,断層最短距離約 20 kmま では最大で 3倍程度

大きい。この 3倍という値は応答スペクトルの場

合と比べるとやや小さいが,地表では非線形現象

により最大加速度が減衰していると考えれば説明

可能である.20 kmと いうのは震源断層の大きさ

にほぼ相当するので, こうした増幅が逆断層の場

合の上盤効果 (Abrahamson and Somerville,

1996)に よる見かけ上のものであるとのオ旨摘もあ

る。 しかし,経験的グリーン関数法で用いた]ム″
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図 7 本震 (左)および同日21時 8分の■4″ 44余震 (右)に よる最大加速度 (PGA)の 断層最短距離
に対する距離減衰 実線は司・翠川 (1999)に よる距離減衰曲線,点線はその標準偏差を表す

Mw4,4,depth=14.4 km,crustal
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44の 余震の PGAも プロットしてみると (図 7

右),ほぼ点震源とみなせる大きさの地震である

にもかかわらず, やはり断層最短距離二十数 km
までは平均的な距離減衰式に比べ最大 2倍程度大

きい.同 じような傾向は複数の余震でみられるた

め,増幅は見かけ上のものではなく,20km程度
の規模の広域な地盤構造の影響と考えるのが妥当

であろう。

このように広域の地盤構造が発電所サイトの倍

率 3倍のうち約 2倍を担保するとすれば,残 りの

3■ 2=15倍を広域の地盤構造や局所的な櫂曲構

造以外の効果,つ まり震源の効果が担保しなけれ

ばならない。新潟県中越沖地震のような,沿岸域

を含む内陸の地殻内地震にはアスペリティの応力

降下量 として 10～ 16 MPa程度が期待されるが

(入倉 。三宅,2001;地震調査委員会,2005),2節

で行った経験的グリーン関数法の広帯域地震動シ

ミュレーションでは 3ア スペリティ平均でこれら

より大きい応力降下量が想定された。入倉 (2008)

や釜江・川辺 (2008)も 多少異なる断層モデルを

用いて同様の解析を行い,20～ 25 MPa程度のア

スペリティの平均応力降下量を得ている 応力降
下量の比が強震動の倍率にそのまま反映されると

すれば, これらの結果は震源の効果が少なくとも

15倍であることを証明しているであろう

6 お わ り に

震源インバージョンや経験的グリーン関数法に

よる強震動の解析や, アスペリティ破壊開始点の

連係震源決定,海底地震計データを用いた余震分

布の再決定を通して,2007年新潟県中越沖地震の

震源断層面は共役な断層面のうち南東傾斜の断層

面であると特定した.一方,震源域に近い柏崎刈

羽原子力発電所では,建設時に想定された基準地

震動を大幅に上回る強震動が観浪1さ れただけな

く,そ の強震動は既存の観沢1記録から見積もられ

ている平均的な強震動を約 3倍も上回った。基準

地震動を上回った原因は,特定された震源断層の

延長上に見つかった断層地形を活断層と認定せず

に基準地震動を計算してしまったことにある。ま
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た,基準地震動作成時に用いられる「平均的な強

震動Jを 3倍上回った原因は,「3倍 =広域の地盤

構造による増幅 2倍 ×震源の効果 15倍」にある.

発電所の 14号機倶1では直下の櫂曲構造によりさ

らに 2倍の増幅があり, トータルで「平均的な強

震動」に対して 6倍に達する強震動が生成された

と考えられる.こ れらの効果のうち,広域な地盤

構造の影響や櫂曲構造の影響は柏崎刈羽地区の

ローカルな問題と考えられるが,震源の効果 15

倍は普遍的なバラツキとして他のサイトでも考慮

せざるを得ないであろう.基準地震動作成の鍵と

なる「平均的な強震動Jも改めて再検討すべきで

ある.
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・地震予知連絡会情報・野口伸一・ ■

定例の地震予知連絡会は, 第 176回が 2008/2/18, 第

177回が 2008/5/19に開催され, 2007年 11月 ～2008年

4月 における全国の地震活動・地殻変動を中心として報

告と検討がなされた この間,国内の地震活動は比較的
静穏であったが,2008/5/8茨城県沖の地震 M70が発生
した 国外では2007/11/15チ リ北部の地震 M77,2007/
12/9フ ィジー諸島南方の地震 M78, 2008/2/20ス マト

ラ島付近の地震 M74,2008/3/21中 国新彊ウイグル自

治区南部の地震 71,2008/4/9ロ ーヤリティー諸島の地

震 M73が発生した さらに2008/5/12中国四川省の地
震 M79が発生し, この地震について第 177回で討議す
ることになった

第 176回連絡会では,前年の第 173回連絡会で設置が

決定され,その後検討を重ねてきた「今後の活動展開の

検討ワーキンググループJ(島崎副会長を主査に8人の

委員で構成)の報告書が提出され,島崎副会長より今後
の連絡会のあり方等についての検討の経緯と結果の説明

があった 報告内容は出席委員の全員一致で了承され
た これにより1970年以来扱われてきた地域指定の廃
止が決定された 報告書に基づき,今後の運営のあり方
を具体的に検討するワーキンググループを新たに設置す

ることが了解された 続いて,科学技術・学術審議会測
地学分科会部会地震/火山部会で審議中の「地震・火山

噴火予知研究 (仮称)の推進について (審議経過報告)J
の概要が,文科省と平田委員から報告された 現行の地
震と火山噴火の予知計画を統合し効率的に推進するこ

と,予測の研究に一層重点を置くこと,計画推進のため

予知連の役割を明確化し充実すること等の検討内容が紹

介された

第 177回連絡会では, 1週間前に発生した中国四川省

の地震について,冒頭大竹会長より多数の犠牲者に哀悼
の意が表された この地震に関して,追加資料が多くの
機関・委員より提出され,話題提供の中でまとめて検討
することになった 新年度の最初の会合にあたり,事務
局より委員の交代が紹介された また前回の了解に基づ
き,今後の活動展開の検討ワーキンググループ (そ の 2)

が島崎副会長を主査に9名の委員に依頼され,予知連の

運営と連絡会で議論するテーマの在り方について,今年
11月 の連絡会で報告予定である

36-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

1.北海道地方

2007年 11月 ～2008年 4月 の期間,北海道地方ではM
≧6の地震は発生せず,千島列島中部の海溝付近に 2008

年 3月 3日 ,M69が発生したが国内では無感であった
1973年 6月 17日 の根室半島沖地震 M74について,
余震の再決定と震源域の再評価が報告された (気象庁)

再決定には,北大や雌阿寒の観測点,ISCカ クログ等の

検浪1値を新たに追加した その結果,震源再決定された
M≧ 4の 余震の数はこれまでより2倍以上に増え,空間
的に拡大するとともに二条に分かれて分布する (図 1:

気象庁)余震域の広がりは2003年 9月 の十勝沖地震 M
80と 同程度で,余震活動も2003年十勝沖地震のそれと

同程度かより活発に推移した可能性が報告された なお
Mについては気象庁地震計の検測結果を基準としてい

るため以前と変わらない

2.東 北 地 方

東北地方の大平洋側の領域は,2007年 1月以降 M≧ 5

の地震が発生しない状態にあったが,そのうち南側の領

域に2007年 11月 にM60,12月 に50,さ らに2008年 5

月8日 M63,64,70が発生して回復傾向がみられる
しかし北側の領域は依然として低調な状態にある (図 2:

気象庁)

岩手県の釜石沖では, 2008年 1月 11日 , 深さ47km

にM50の 地震が発生し,最大震度は3であった (気象
庁).釜石沖では,こ れまでもM50程度の地震が 5年程
度の間隔で発生し,今回も予想されていた場所,時期,

規模で発生したことが報告された (図 3:東北大)波形
インバージョンから,今回の地震と2001年 及び 1995年
の地震は,極めて似かよった発生領域とすべり量分布を

持ち,1995年の地震の波形はわずかに異なるものの,
モーメントマグニチュードは3個 ともMw 46で あった

3.関東 。中部地方

関東地方の水準測量のうち,三浦半島では東側と西側
の路線とも前回と比べて,半島先端側が沈降傾向にある



N=157

結果が得られた。長期的にみて 1960年代以降,半島の先

端側が最大 5mm/yr弱 程度で継続的に沈降している

(図 4:地理院)

2008年 5月 8日 ,茨城沖にM70が発生し,茨城県水
戸市と栃木県茂木町で最大震度 5弱を記録した この地
震に対して緊急地震速報が 01時 46分 32秒に発表され

た (気象庁)宮城県と福島県の沿岸では微弱な津波が観
測された。今回の地震の活動域には,これまでもM67～

M72程度が 15年～20年程度の割合で発生し (図 6:気

象庁),地震調査委員会の長期評価 (2002年 7月公表)で

は,M68程度の地震が 30年以内に発生する確率はポア

M  7

1973年 6月 17日 の根室半島沖地震の余震の震源再決定と震源域

と同程度に広がって分布する [176回 :気象庁資料に加筆]

1973年 6月 17日根室半島沖

地震の震源域再評価

5    6    7    8
M

再決定の結果,余震は2003年 9月 の十勝沖地震 M80

ソン過程モデルで 90%であった 前回は1982年 7月 23
日,M70が今回の前震活動域付近で発生している
今回の地震では前震活動が 5月 4日 頃から東側の海溝

よりで始まり,5月 7日 14時過ぎから活発化した (図 5,

図 6:気象庁)前震活動は一旦静穏化し,再び活発化し
て本震の発生にいたっている。同様のパターンが 1982

年の前震活動にもみられた (図 7:防災科研).発震機構

は,5月 8日 01時 02分のM64,01時 46分のM70と

も,西北西―東南東に圧力軸を持つプレート境界の逆断

層であった 破壊はどちらも深い方に進み,大 きなすべ

り分布は東西に広がっている (図 8:名大).GPS連続観

ＭＯ

ｏ̈
８
∞。
別

図 1

N=157

2003年 十勝沖地震 (M80) 1973年根室半島沖地震 (M74)

地震予知連絡会情報-37



10月 ～、‖≧50、農央分布図 (1997年

」和慎

基準化期間 :1997/10～ 2007/1

指数化単位 1120日 間を 60日 毎

デクラスタ :△ r=20km△ tつ0日

東北地方太平洋側の地震活動

M50以上の地震活動静穏化、南は回復、北は依然として低調

深さ 150km以浅 )

地震活動指数 (1997年～)

図 2 東北地方の太平洋側の領域 ABの地震活動変化 2007年 1月 からM≧ 5が発生しない状態にあったが南側の領域は回復
傾向にある 北側の領域は依然低調である [177回 :気象庁資料]
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図 3 岩手県釜石沖の固有地震的活動 M50程度の相似地震が 5年程度の間隔で発生し,2008年 1月 11日 に予想されていた
場所,時期,規模の地震が発生した [176回 :東北大資料]
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基準年 :1923年

-30

水準原点を基準とした三浦半島 (―等水準点)の上下変動

図 4 水準測量による三浦半島の上下変動 1960年代以降半島の先端側が最大 5mm/yr弱程度で継続的に沈降している [177
回 :地理院資料]

測で捉えられた地震に伴う地殻変動から,北北東―南南

西走向で西北西に傾き下がるすべり量約 95 cmの逆断

層モデルが推定された (図 9:地理院).

今回のM70の震源域周辺と北東側では,2008年 2月

頃より小繰り返し地震活動が活発で, M70の前からプ
レート境界の一部で準静的すべりが加速していたと推定

されること,一方 M70は小繰り返し地震が比較的少な
い場所で発生したこと,が報告された (図 10:東北大)

また,茨城県沖とその西側内陸部では,顕著な地震が時

間的に近接して発生するペア地震活動がこれまでにも数

例認められ,今後内陸部の活動にも注目する必要がある

(大竹会長)

4 伊豆 。東海地方

東海地方では,2007年 11月 12日 頃から静岡県西部の

地殻内の極めて狭い領域で小地震活動が始まった 2008

年 1月 に入って一旦落ち着いたが, 1月 中旬～下旬に再

び活発化し,その後低レベルで継続している これまで
の最大は,2008年 1月 27日 10時 33分のM41(最大震
度 3)と ,その 20分後 10時 53分のM42(最大震度 2)
で,発震機構はともに東西方向に圧力軸を持つ横ずれ型

であった (図 11:気象庁)こ れらの地震をDD法 (二重

走時差震源決定法)で高精度に震源再決定した結果,震

央は北西―南東方向に約 25kmの長さで線状に分布し,

震源は深さ165～ 185kmの範囲にある (図 12:防災科

研).3次元的な震源分布は,モ ーメントテンソル解の北

西方向の走向と北東に高角度で傾く節面と一致し,断層
の走向に直交する断面の震源は極めて狭い幅に集中して

いる 上記 2008年 1月 27日 のS、たつの大きな地震は,
Mw 40と 39に相当し,それぞれ活動域の下限と中央
で発生,活動域は北西と南東方向に拡大した。
この静岡県西部の地震活動は, これまで活動の無い狭

い領域に集中し,上記のような破壊様式で拡大したこと

から,プ レートの固着状態の変化を反映した現象である

可能性も考慮に入れ応力場の変化等をみていく必要があ

る (大竹会長)

東海地域の低周波地震に伴う短期的スロースリップに

ついて,歪計で捉えられた歪変化の観測事例を,新たな

基準で見直した調査結果が報告された (図 13:気象庁)

1999年以降について,こ れまでの 28事例以外に 17事例

が抽出された それらの短期的スロースリップの規模
Mwの中間値の度数分布に, グーテンベルグーリヒター

則と相似な関係が成り立つとすると,Mw≦ 54の小規
模の短期的スロースリップは,検出された事例よりも多

く発生している可能性がある また,短期的スロース
リップの継続日数が長いほど,そ のMwが大きい傾向
にある 新たな事例を追加した積算モーメントは,愛知
県側では2005年 から鈍化傾向を示すが,長野県南部側
では2003年 以降,そ れ以前より急な傾きの積算傾向が

継続している

東海地域のスロースリップの時空間変動には,2004年

9月 5日 の紀伊半島南東沖地震 M74の 余効変動がノイ
ズとして含まれるため, これを除去する解析が行なわれ

地震予知連絡会情報-39



(2008年 5月 以降の地震を濃 く表示 )
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図 7 1982年 (a)と 2008年 (b)の茨城沖の地震の類似した特徴の比較 本震発生の前後数時間にM6ク ラスを伴う 前震活動
は活発化した後, 一旦数時間程度の活動空白時間が生じる M6ク ラスの地震はM7程度の地震より海溝側に位置する
(a)の震源は気象庁のカタログ, メカニズム解は Harvardの CMT解 を参照,(b)の震源はHi netのデータ, メカニズム

解はF netを参照した [177回 :防災科研資料に加筆合成]

た (地理院).余効変動を,粘性緩和と余効すべりの二つ

のメカニズムに分け, まず粘性緩和の影響をプレートの

構造,地震時の変動,粘性率を考慮して除去した 次に
紀伊半島南東沖地震の余効すべりによる変動の時定数と

変動量を求め,観測点毎の変動時系列を作成して,余効

すべりを除去した これにより,志摩半島周辺の南向き
のすべりが無くなり,東海地域のスロースリップの推定
モーメントもやや小さめに時間変化する結果が得られた

(図 14:地理院)

2007年 11月 ～2008年 4月 に東海地域と紀伊半島に発

生した主な深部低周波微動と短期的スロースリップは,

次の二つである (図 15上図 :防災科研).(1)2007年 12

月 30日 ～2008年 1月 8日 にかけて長野県南部で発生

し,愛知県北東部に移動した。この活動に同期してこれ

までで最大級のMw 59と 推定される短期的スロース

リップが発生した。(2)2008年 3月 2日 頃から二重県北

部・伊勢湾付近で活動が始まり,南西方向に移動した.

この活動に同期して周期約 20秒に卓越した深部低周波

地震と傾斜変動が検出された。また3月中旬には奈良県

南部と和歌山県中部で微動活動が発生した.
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2003年 5月 8日  茨城,中地震 (‖」64,701の 震源過程

躍 2008年 5月 8日 1時 2分の地震の霊源過程
走向、慎斜.十べり■ ‐ t217.16.87)
地震モーメント  恥 ‐ 51ェ 1摯キ18施  鮨 ‐64)
断層面麟       S・ 20k● スコllb

職義継競時間 (主破嘉) T=103
探さ          lt・ lG b
最大すべり量     鮨認・ 0曇

め2♂  1410F  '4   23   38  203・   10・    78'   015      69

図 9 GPSで観測された2008年 5月 8日 の地震による水平

変動と断層モデル 西北西に傾き下がるすべり量約
95cmの逆断層運動が推定された [177回 :地理院]

5.近 畿 。中国 。四国地方

2008年 4月 17日 ,明石海峡の深さ10 kmに M41(最

大震度 4)が発生した。翌 18日 にはほぼ同じ場所でM
37が発生した。これらは 1995年兵庫県南部地震の余震

42-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

2●18年 5月 8日 1時 2分

(217● 6.87)

2∞塞年 6■ 8翼 1時 45分

149                    燿電1                    142                    143

回 遠地実体波を用いた震源過程解析縮暴
☆は気彙庁による震央 コンター:ま 1時 2分については01ュ 間隔, 1時 45分についてlま   (205.17.07)
03●間隔で引いた オレンジのOは気象庁による5月 8日 に発生した会震

図 2008年 5月 8日 1時 45分の地養の書源過程
走向、燎斜、すべり角 ‐ (205.1',81)
鯉襲モーメント  Ho‐ 3、 2■ 1い●19獅  0け ‐,91
断層面薔       S‐ 26L■ 26扇

構壊織続時間 (■破妻)T="s
嬌さ      H‐ 19姉

茨城県沖の地震 (平成20年 5月 8晨 )の震藤断層モデルと地穀変動

篭
=轍
鷲 :210S/碑/2マ ‐

"03プ

05ノ 0な   比較期間)2009/03/08-2113ノ
“

/13

けSで観測された壌殻変動から 北北東―南篇西走向の画に値き下がる
逆断層 {すべ,量織瑯如)カミ動いたと推定されます

と考えられるが,発震機構は東西方向に圧力軸を持つ逆

断層型であった (気象庁,京大防災研)兵庫県南部地震
の震源よりも約 2km東北東に離れ, 深さも数 km浅い

ところで活動した.なお,大阪府北部から京都府中部,

琵琶湖西岸にかけての丹波山地の微小地震活動は2003

年 1月 頃から低下し,そ の傾向は依然継続している (京大

防災研).

四国における最近の主な深部低周波微動と短期的ス

ロースリップとして次の活動が挙げられる (図 15下図 :

防災科研)(1)2007年 12月 中旬に豊後水道で活動が発

生し, これに伴い推定 Mw 61の スロースリップが発生

した (2)2008年 2月 中旬,四国東部の微動活動に伴いこ

の地域では比較的大きな推定 Mw 57の スロースリップ

が発生した に)2008年 3月 中旬の四国西部の微動活動
は,豊後水道慣1か ら北東方向に移動,4月 初旬にその北

東端で活動的となった スロースリップの大きさはMw
6.0と推定され,ま た深部超低周波地震が発生した

6.九 州 。沖縄地方

2007年 11月 ～2008年 4月 の期間,九州 。沖縄地方の

地震活動は低調であった.M≧ 6の 地震は2008年 4月
24日 , 台湾付近に発生したM63で,西北西―東南東方
向に圧力軸を持つ横ずれ型であった.

甑鰊 :

図 8 2008年 5月 8日 1時 2分の前震と 1時 45分の本震の震源過程 大きなすべりは東西に広がって分布し, 破壊はどちらも
深い方に進行した [177回 :名大資料]

水平変動
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図 10 2008年 5月 8日 の茨城沖地震の周辺の小繰り返し地震活動域 (グループ a～ h)に おける準静的積算すべりの時間変

化 (c)の最近 1年間の積算すべりでは, グループ cと fに 2008年 2月 頃から準静的すべりがみられる [177回 :

東北大資料]

静岡県西部の地震活動

饉域 b内の地震活動経過圏、自数積纂圏

(2007年 11燿 以降、深さ20懸以浅、熱≧10)

領域 b内の地震活動経過図、国数議算国

（Ｅ
轟

」
一轟

ｏ
厳
鷲
薔
轟
籍
鰺

魯
重
陥
』

磯

奪

』圏

響
臓

003年 1月 以降.
深さ20熱以浅、
Mすべて)

静岡県西部の地殻内の狭い領域で2007年 11月 12日 頃から始まった地震活■l」 最大の地震は2008年 1月 27日 10時 33

分のM41と 10時 53分 のM42[177回 :気象庁資料]
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2007年 11月 -2008年 1月静岡県西部の地震活動
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2008年 5月 12日 ,6時 28分 (現地時間 14時 28分 ),

中国の四川省でM79の 地震が発生した 第 177回連絡
会では, この地震に関して 10数編の資料が提出され討

議された Global CMT解 による発震機構は,地殻内の

西北西―東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型である (図

16:気象庁)余 震は,龍門山断層帯 (Longmen Shan
Fault Zone)に 沿って分布し,龍門山断層帯が動いた可

44-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

能性が高いが, 第四紀の断層帯の変動は小さい (図 17:

東京大学)断層の長さは 250～ 300 km程度が推定され,
地震波形のインバージョンによる震源過程の解析結果

は,地震断層の南西部,お よび北東部に大きなすべり域

を持つモデルが共通して推定される (名大,産総研 :図
18:海洋機構)ま た南西部と北東部で断層運動の様式
が異なり (南佃1は逆断層,北側は横ずれ),断層が二つに

分かれている可能性が指摘された

この地震についてHi netで観測された波形データの

バックプロジェクション解析から,南西側から開始した

0           1-1

X,km

図 12 2007年 H月 ～2008年 1月 の静岡県西部の地震活動について,DD法で震源再決定し地震の震央分布と,断層面に平行
および直交する断面のF~源分布 震源の色は時間経過を示す モーメントテンツル解によるメカニズムも示す 震源は
極めて幅の狭い断層に集中し,H寺間的に北西と南東方向に拡大した [176回 :防災科研資料]
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Mw7,1

鶴亀灯ア.0

瀬 ,総

絨襲 .5

盆奪07 2008

以III 余動すベリ除去後】
【c,粘性緩和十

図 13 新たな基準に基づいて見直した東海地域の短期的スロースリップの規模 Mwについて,そ の度数分布,お よび短期
的スロースリップの継続日数とMwの 関係 [176回 :気象庁資料]
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図 14 東海地域のスロースリップについて, 2004年の紀伊半島南東沖地震による余効変動の影響を検討し, 粘性緩和と余効す
べりの要因に分けて除去して求めたモーメントの時間変化とすべり分布 [177回 :地理院資料]

破壊は平均 3km/秒で北東に伝播し,約 60秒前後で最

も顕著に地震波を放出している (京大防災研).合成開口

レーダ (SAR)の 画像解析から,地震前後の地形変化,

斜面崩壊等が捉えられた (北大, 地理院).四国西部の

Hi net観測点で, レイリー波の到達時に微動が観測さ

れ,体積歪変化や流体の関与による微動の励起と考えら

れる (京大防災研).イ ンド・ヒマラヤ衝突帯では最近

20年間,今回の地震も含め活発化傾向にある (防災科

推定モーメントの時間変化 【大鸞固定】

就000′B劇賞嫌2攀麟護′:撼11

11 壺観 彙確 螢買離さh菫 樹出 r嗜 ノ b

| | ||― 隧 ♂繭C

Ⅲ 巌 毒 。

1祓

仄

プ

〆

辟
・・
‐ ‐ ‐

“
‐

:iル ♂
μ
置 風

・・・
‐ 輩

1‐
.

i

地震予知連絡会情報-45



研)茂 木前会長より, 2004年スマトラ沖地震の影響を
含め,広域の地震活動を一体として注視する必要がある

とのコメントがあった

8 トビックス

81 地震破壊の始まりの検知とその後の予測可能性
第 176回連絡会では, トピックスとして「地震破壊の

始まりの検知とその後の予演1可能性」(世話人 :桑原保

人委員)が取り上げられた スロースリップや前駆的す
べりの発展段階から破壊の始まりのフェーズ検出,一旦

動き出した断層運動のその後の大きさの予測まで,幅広
い視点から3名の専門家の発表と総合討論があった

「地震の大きさの予測可能性と緊急地震速報J(気象庁 :

上垣内 修)で は,気象庁の緊急地震速報の開発と問題
点,今後の取り組みが紹介された (緊急地震速報につい

ては,本誌 43号の斉藤誠氏の解説に詳しい)重要な点
は,破壊が始まった時点で地震はその最終規模を知って

いるか否か,その最終規模推定のアルゴリズムをどう設

定するかであるが,現在は破壊の成長過程を実時間で追

跡する手法が取られている 破壊初期の波形データによ
る初動付近の卓越周期とM及び断層の広がりとの関係,
単独観測l点の波形エンベロープの解析,地震動の距離減

衰と各地の震度の関係に関する解析の現状, また,強震

計の高密度化や震度マグニチュード,観演1点補正値の導

入の課題についても述べられた

「地震の初期破壊フェーズに関する観測研究のレ

ビュー」(京大防災研 :飯尾能久)で は,上記の初期破壊

から最終的な地震の規模を予測できるかについて, これ

までの多数の初期フェーズ観測事例と解釈,及び適用モ

デルについて,客観的な検討が加えられた.観測されて

いる初期破壊フェーズの多くは震源核形成過程を反映せ

ず,主破壊の前の前駆的破壊過程を反映していること,

前駆的な破壊過程は主破壊よりも強度の小さな部分で始

まり,低応力降下量で特徴づけられると考えられるこ

と,微小地震の震源核は通常の観測にかかるほど大きく

ないこと,が現在の結論としてまとめられた.

「地震・非地震性すべりの加速過程J(東大震研 :加藤

尚之)は ,地震波を発生する前の段階の断層面の挙動に

関する解説である.摩擦構成則に基づくモデル断層面上

に,摩擦パラメータのすべり速度弱化域を配置し,その

大きさや空間分布による地震の前駆的すべりとエピソ

ディックな非地震性すべりとの相違,震源核の形成過程

等を数値シミュレーションした 速度弱化域の大きさが
異なっても,地震の前駆すべりと非地震性すべりの時間

変化が似ていて,両者の区別が困難な場合があること,

大きな地震は特徴的すべり量 (L)が大きい所から始ま

46-―地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

る傾向があること, しかし地震が連鎖反応的に破壊拡大

する場合,前駆的すべりは必ずしも大きくなく,最終的

な地震の規模と関係しないこと,摩擦パラメータの不均

一性で多様なパターンが形成されること等が示された

82.地震活動の時間変化と大地震との関係
第 177回連絡会では, トピックスとして「地震活動の時

間変化と大地震との関係」 (世話人 :尾形良彦委員)が取

り上げられ,大地震と直接関係するまたは間接的影響を持

つ様々な時空間的スケールの地震活動の特徴,切迫度の問

題等について4名の専門家の発表と総合討論があった

「大地震の長期的影響の可能性J(東大震研 :島崎邦

彦)では,数百年のスケールでみた日本列島の大地震の

分布と各種地殻変動データとの比較から,現在の変動が

長記憶性を持つ可能性が報告された GPSデ ータに基
づく地震発生確率の空間分布と歴史地震の発生分布を比

較して,尤度が最大となる調整変数を求めた その結果
GPSか ら求めた地震発生確率モデルは 17291914年の

地震発生分布と良く合うこと,GPS以外のデータに基
づく発生確率分布モデルでは,微小地震活動を空間平滑

化した確率モデルが 18011925年 の大地震の分布と良く

一致することが示された このことから,最近の地殻変
動は過去の大地震後のマントルまたは下部地殻の流動変

形の誘発を受けている可能性のあることが述べられた

(図 19:東大震研)

「東海地域におけるアスペリティとその周辺の挙動につ

いてJ(防災科研 :松村正三)では,東海のアスペリティ周

辺のモニターのため, 1)想定震源域に複数個のアスペリ

ティが存在すること,2)2000年 からの長期的スロース

リップに同調してアスペリティ周辺の固着強度の弱い所

で準静的すべりが進行したこと,の 2点を仮定している

さらに,推定アスペリティの外側に準静的すべりがある

と,周辺の発震機構が変化するとして,発震機構解を分類

し長期的スロースリップの発生以前と以後の発震機構の

変化を調べた.その結果,ス ロースリップの進行と調和す

る発震機構解の転換がアスペリティ周辺にみられ,モ デル

から期待される応力場変化を支持する結果が得られた。

「2006年千島列島沖地震の余震活動の時空間変化とス

トレス変化J(統数研 :尾形良彦,産総研 :遠田晋次)は ,

2006年 11月 15日 に発生したプレート境界低角逆断層

大地震 (Mw 83)と ,翌 2007年 1月 13日 の海溝外側ア

ウターライズの大平洋プレートで発生した正断層大地震

(Mw 81)のめずらしい活動に着目して, 8、たつの大地

震間の余震活動の相補的変化をクーロン破壊ストレス変

化によって定量的に説明している 最初の2006年 の地
震による余震は,北西部の本震断層周辺の余震 (逆断層

型)と ,本震でトリガーされた南西部の海溝軸外側 (正
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図 16 2008年 5月 12Hの 中国の四川省の地震 M79

布 (宇津の「Ш界の被害地震の表Jと USCS

(5購騰稽馨亀T2時、
漂さ Ok籠～20ktt M≧ 50)

と周辺の主な地震, 及び本震の発震機構角1(Global CMT解 )と 余震の分

による)[177回 :気象庁]
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地震波形のインバージョンによる震源過程の解析結果

べり分布と震源時間関数及びメカニズム 地震モーメン
[177回 :海洋機構資料]

図 19 大地震の長期的影響の可能性について, GPSデ ータ
に基づく地震発生確率の空間分布と歴史地震の発生

分布を比べると,17291914年の地震発生分布と良
く合う [177回 :東大震研資料]

断層型)の広義の余震の 2つ の群に分かれ,海溝軸外側
の余震の方が活発であったが本震後 20日 頃から静穏化

し,一方本震付近の狭義の余震は相補的に活発化 した.
これは,2006年 の本震で海溝外側のアウターライズの応

力が増加 して広義の余震が増えたが,そ の後アスペ リ

ティ周辺の非地震性すべりが誘発されて,そのス トレス

変化が海溝軸外側の余震を抑制,本震付近の狭義の余震
を促進 したというモデルで定量的に説明される

「準静的滑りと地震性すべりの相互作用 :地震発生の

切追度評価に向けてJ(東北大 :松澤 暢)では,陸域か

, Mフ

彗塁塁押饗1出晏鴛蘇 蜆徹 賞∫昧m離れ
分でのすべりほど明瞭ではない。

NE ＼  すベリ分布、  /sw,TP

図 18

横ずれ成外?睫向・傾斜な SFflル (klll)  破鐵麟点oな■2師
どの断層ジオメトリが途中で           陵蟻 皮Ю km s

変わつている可能性があるか

菫源時間関数       メカニズム

(左)地形及び余震分布とすべり分布の位置関係 (右)断層面のす
卜Mo=12× 102 Nm, Mw80,最大すべり量93mが推定された

ら遠く離れた太平洋岸沖合のプレート境界付近の小地震

の繰り返しの解析から,準静的滑り量の時空間分布と大
地震前の過程を明らかにしようとするものである 2003

年十勝沖地震のモーメント解放量と余効すべり分布,お
よび小繰り返し地震によるすべリレート分布の関係が紹

介された.三陸沖では1989年群発地震の移動と最大地
震の前の付近の準静的すべりの加速が明らかにされてい

る。また釜石沖の固有地震の再来間隔のばらつきの原因

として,ア スペリティ周辺の準静的すべりのゆらぎが考
えられる 2008年 5月 の茨城沖地震の前にも小繰り返し

地震の活発化がみられた。これらのことから,地震の切
迫度について,長期的には繰り返し間隔の「満期度Jを
評価する,短期的には満期度と周囲の擾乱の大きさを見
積もる, これらを総合して評価が可能ではないかとの報

告がなされた.

野口伸一

[の ぐち しんいち]
現職 (独 )防災科学技術研究所総括主任

研究員

理学博士

羅 町 鑓 婢 対 圏 朝 鼎 趾 1‐鞣 |二

後期課程修了,科学技術庁国立防災科学技術センター研
究員,(独 )防災科学技術研究所海溝型地震研究室長を経
て現職.

研究分野 サイスモテクトニクス,地震活動のフラクタ
ル性など

大地震の長期鱒影響の可能性

。現在の変形は永久不変とすると,鸞断膚の分
布/活動鑽と:まあわなしヽ
状 地震溝動の後にマントルand/orT部地識の
流動変形が地震後に鱗発される可能性
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佃 為成 著
地震予知の最新科

評者川崎一朗  :=■
=■
■|

「地震予知の最新科学」に目を通して,私は東大の地球

物理の学生時代 (1960年代後半)を思い出した 佃氏は,

「観察される事実に着目し,順を追って積み上げていく」

タイプで,同級生の中で信頼され,頼 りにされていた

その後,共に大学院に進学し,地震学研究者への道を歩
んだ 佃氏は,旧帝大の院生にありがちな「世界の最前
線はどうのこうのJと いう意識ではなく,常に,「観演1事

実を一つ一つ積み上げていく 結果が最前線の成果にな
るならよし,そ うでなくてもよし,や るだけのことはや

る。Jと いう研究態度であった

「地震予知の最新科学Jは大きく2部に分けられる

「序章から第 4章までの地震に関する基本的な事柄を丁

寧に説明して行く前半Jと ,「第 5章と第 6章の地震の前

兆現象の後半」である.前半は,ま さに,誠実で地道な

佃氏のパーソナリティが滲み出ている ここにこそ,私
は大きな魅力を感じる

佃氏が地震予知研究者の多数と異なるのは,本の後半
の核心である「ラドンの変化,地下水の水位・温度・電

気伝導の変化,大気中ラドンの変化,地電流の変化,電

磁波伝搬異常,発光現象,動物異常などの異常現象の観

測事例Jに「熱い視線を注いでいるJか,そ うでないか

の違いであろう と言っても,佃氏は,「これらの現象か
ら予知が出来るJと先走っているのではなく,「将来の研

究発展の種として大事にすべきである」と控えめに, し

かし確固としておのれの信念を表明しているのだと言う

ことができよう.

私自身,電磁波伝搬異常,発光現象,動物異常などの

最近の研究の成果に通じていないので不適切な批判かも

しれない,現時点では, これらは科学としては成り立っ

ていないように見うけられる.最近は観測事例は増えた

が,基本的な事情は変わっていない しかし,そ のこと
自体は取り立てて批判されることではない.通常の地震

学の研究においても,地震現象理解は大幅に進歩した

が,地震予知 (少なくとも短期予知)に迫ろうとすると,

50-地震ジャーナル 45号 (2008年 6月 )

基本的なことは相変わらずよく分かっていない事実に直

面する 一例を挙げると,「 2003年十勝沖地震の時,な ぜ

プレスリップが観測されなかった (観測限界以下だっ

た)のか?Jを地震学は理解していない 従って,問題
は,それぞれの研究者がどのような研究の発展の見通し

を持っているかだと言えよう

そういう意味で,私がしばし考えたのは,例えば,第
5章の 134頁から140頁の地下水の話である 地下水に
は,地表から地下にしみこみ,地表に還流してくる還流

水と,下部地殻やマントルから上昇してくる超深部水の

2種類がある 超深部水である有馬温泉の温泉水は 100
度近く,北アルプス焼岳山頂から吹き出る熱水は150度

を越える 従って,単純に考えると,30度前後の温度と
いう単純な事実だけから, ここで示されている井戸水の

水温変化は,「地表極浅部の変化によるものか, 地下数

kmの変化についての情報量は有っても微弱J と想定せ

さるを得ない.

このような除路を抜け出すには,同位体地球化学の積

極的な助力を求めるか,図 14の人工衛星による地温上

昇のような広域的な情報を手に入れるかであろう,佃氏

個人にというより,地震予知研究コミュニティとして,

研究がこのような方向へも発展することを期待したい

本からは,「西に走り,東に走り,観測事実を一つ一つ

積み上げていく研究生活のパ トスJが部分的にしか伝

わって来ないのがもどかしいのだが,その端々を感じる

ことは出来る それは,「収穫を問う莫かれ.但だ耕転を
間え 」という曾国藩 (清末の政治家)の言葉を私に思い

出させる.

なお, この本は何年も前から「地震予知の科学Jと い

う仮題で企画されていたが,昨春,「地震予知の科学J

(日 本地震学会地震予知検討委員会編)が先に出てし

まったため,他に良い書名も無く,あえて「地震予知の

<最新 >科学Jと したそうである。「地震予知の科学Jを

出した側としてはお詫びする他はない

くソフトバンククリエイティブ,2007年 10月 ,

B6判 ,235頁,900円 >
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日本原子力学会

原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全  み)
評価実施基準

日本原子力学会,2007年 9月 ,A4判,636頁 ,32,812円  小林 誠・服部 誠 著
(税込み)

柏崎日報社/越後タイムス社 著

尾池和夫 著

新版 活動期に入つた地震列島
岩波書店,2007年 12月 ,B6判 ,129頁,1,260円 (税込

企業の地震対策 Q&A100こ の 1冊ですべてが
わかる

日刊工業新聞社,2007年 12月 ,A5判,210頁 ,2,520円
7・ 16中越沖地震 (B.B.mook)オ自崎 。刈羽を直  (税込み)
撃した震度 6強の大震災
ベースボールマガジン社,2007年 9月 ,A4ナ ミ判,82 和田隆昌 著
頁,1,500円 (税込み) 大地震から家族を救う方法 緊急地震速報対応

白夜書房,2008年 1月 ,B6判 ,223頁 ,530円 (税込み)
濱蔦良吉・浅井 隆 著
巨大地震 首都は炎上しているか ?       東京大学地震研究所 監修
第二海援隊,2007年 10月 ,B6判 ,235頁,1,470円 (税   地震・津波と火山の事典
込み) 丸善,2008年 2月 ,B5判,188頁 ,6,825円 (税込み)

寒川 旭 著                     住まいの構造改革推進協会

地震の日本史 大地は何を語るのか       地震から命を守る家づくリ

中央公論社,2007年 11月 ,新書判,268頁,840円 (税  ダイヤモンド社,2008年 1月 ,A5判,182頁,1,575円
込み)                        (税 込み)

国分倫任 著                     吉川弘道 著

地震を見据えて リスクヘッジ戦略       鉄筋コンクリー ト構造物の耐震設計と地震 リス

東京図書出版会,2007年 12月 ,B6判,48頁,1,575円   ク解析
(税込み)                      丸善,2008年 2月 ,B5判,240頁 ,4,095円 (税込み)

日本建築学会                     樋口次之 著

長周期地震動と建築物の耐震性          市民の地震対策は安全な家に住むこと (近代消

日本建築学会, 2007年 12月 ,B5判,408頁,5,250円   防新書 )
(税込み)                      近代消防社,2008年 1月 ,B40判 ,207頁,945円 (税込

み)

ニュー トンム ック

連動 して発生する巨大地震 `その時' は確実に  岐阜県活断層研究会 編著
やってくる                   ひだ 。みの活断層を訪ねて
ニュートンプレス,2007年 12月 ,A4変型,頁,2,415円  岐阜新聞社,2008年 2月 ,A4判,201頁 ,1,890円 (税
(税込み)                      込み)

稲毛政信 著

アナタの家は大地震で倒れる

出版文化社,2007年 12月 ,B6判 ,239頁,1,600円 (税
込み)
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ADEP情報

財団法人 地震予知総合研究振興会 (ADEP)の 人事異動について

採用

阿部信太郎  本部地震防災調査研究部主任研究員    20
古村美津子  地震調査研究センター解析部主任研究員  20
松村  稔  研究業務支持機構主任研究員       20

退職

20

20

20

20

20

41

4  1

41

131

331

331

331

331

松村 恵司
桑原 敦次
南雲 秀樹
山本 俊六
大木  丹

研究業務支持機構主任研究員

本部地震防災調査研究部参事

本部地震防災調査研究部副主任研究員

研究業務支持機構主任研究員

研究業務支持機構主任研究員

編集後記
本年 6月 は福

井地震か ら60

年,宮城県沖地震から30年にあた
る ともにマグニチュード7ク ラス
の地震であり,地方都市に大被害を
もたらした点で共通している.

死者約 3,800人を数えた福井地震

は戦後間もなくの発生であって,戦

災で焼けビルとなったデパートの倒

壊は衝撃的な写真を残したものの,

地震像そのものはつまびらかでな

い.その当時調査に従事した研究者
の殆どは故人となり,本号の編集に

当たって,執筆者を捜すのに苦労し
た程である たまたま日本大学の吉
井先生が福井地震を含めて過去の大

地震の記録を,研究グループの中心
となってまとめた経験があると伺

い,執筆をお願いすることとなった

これに対して宮城県沖地震に関し

ては東北大学が多くの研究業績を擁

している。この地震は仙台市の宅地

造成地に被害が集中したことで知ら

れ,死者約30名の半数近くがブロッ

ク塀の倒壊で亡くなっている 本誌
では地震現象の面と被害の面とに分

け,それぞれの執筆を東北大学の海

野先生と源栄先生にお願いした。

編集者は過日東京都郊外の某市を

訪ねた 40年程前に山林を切り開い

て立てられた住宅地に行ってみる

と,4～ 5m幅の道路の両側には背
の高さ程のブロック塀が延々と連

なっている。しかも強固な鉄筋が

入っているとは到底思えない.直下
に発生する地震でなくとも,首都圏
のどこかで被害地震が発生するなら

ば, ブロック塀は倒壊しないとも限

らない 住民の高齢化が進んでいる
地域であるので,余計に人的被害が

懸念される そこでは宮城県沖地震
の体験や警告が少しも活かされては

いない

市では毎年防災訓練が繰り返さ

れ, ときには防災セミナーも開催さ

れると聞く おそらくブロック塀任1
壊の危険性も指摘されたことであろ

う しかし住民には塀の改築工事を
する資金的余裕がない.た とえ一軒
だけが工事を行ったとしても,路地
全体が工事をしなければ危険性は完

全には消え去らない 自宅は火事を
出さなくても,隣家が出せば類焼す
る つまり災害軽減のためには,地
域ぐるみの対策が必要で,そのため

には行政の関与なしには実現されな

いことカジラい.

「うちの市では,公共施設はもと

よリー般住宅にも耐震診断が進み,

必要ならば補強が行われていますJ

と市の防災担当は言う しかし事実
は造成地の上に多くの建物が立って

いる.軟弱地盤の上の建物にいくら

耐震診断を施しても始まらない 地
盤の診断補強の方が先決であろう

要は個々のパーツだけではなく,全

体の系として災害対策が実行されな

い限り効果はない 過去の地震の教
訓を活かすことの大切さを今更なが

ら実感した一日であった  (YH)
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